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【電話番号】 ０３－３８７１－０１１１

【事務連絡者氏名】 取締役　　馬場　崇暢

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区上野一丁目16番５号

【電話番号】 ０３－３８７１－０１１１

【事務連絡者氏名】 取締役　　馬場　崇暢

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 株式及び新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 （株式）  
その他の者に対する割当 2,959,953,000円

（第７回新株予約権）  
その他の者に対する割当 195,636,936円

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額

 7,235,602,436円
 

（注） １．発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額は、本有価証券届

出書提出時の見込額であります。

（注） ２．新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場

合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合に

は、新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の

行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金

額は減少します。

 
【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 31,157,400株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

 

(注) １．本有価証券届出書による普通株式(以下「本普通株式」といいます。)発行は、2025年８月28日(木)開催予定

の当社臨時株主総会(以下「本臨時株主総会」といいます。)において、本第三者割当に伴い必要となる本第

三者割当についての議案の承認、本第三者割当と併せて第７回新株予約権(以下「本新株予約権」といいま

す。)の発行(以下「本新株予約権第三者割当」といい、第三者割当増資と併せて「本第三者割当」といいま

す。)に係る議案について有利発行に該当するため特別決議による承認を得られることを条件として、本日

2025年８月１日に開催した当社取締役会(以下「本取締役会」といいます。)において決議しております。

２．振替機関の名称及び住所

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 31,157,400株 2,959,953,000 1,479,976,500

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 31,157,400株 2,959,953,000 1,479,976,500
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額

の総額です。また、増加する資本準備金の額の総額は1,479,976,500円です。

 

(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円) 資本組入額(円) 申込株数単位 申込期間 申込証拠金(円) 払込期日

95 47.5 100株 2025年８月29日 － 2025年８月29日
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額です。

３．申込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、かつ、本臨時株主総会において本第三者割当に関する議

案が承認された後、割当予定先との間で総数引受契約を締結することとします。割当予定先との間で総数引

受契約を締結しない場合は、株式の割当てを受ける権利は消滅することから、本新株式に係る割当は行わな

いこととなります。

４．本第三者割当の払込については払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格の総額(会社法上の払込金額)を払い

込む方法によります。
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社ジェリービーンズグループ　財務経理部 東京都台東区上野一丁目16番５号
 

 
(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　雷門支店 東京都台東区浅草一丁目１番15号
 

 
３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行新株予約権証券(第７回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 741,049個(新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 195,636,936円

発行価格 264円(新株予約権の目的である株式１株当たり2.64円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2025年８月29日(金)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社ジェリービーンズグループ　財務経理部
東京都台東区上野一丁目16番５号

払込期日 2025年８月29日(金)

割当日 2025年８月29日(金)

払込取扱場所 株式会社みずほ銀行　雷門支店
 

(注) １．本新株予約権の発行は、本臨時株主総会の決議(特別決議)において、有利発行に該当するため特別決議によ

る承認を得られることを条件として、本日2025年８月１日に開催した本取締役会において決議しておりま

す。

２．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、かつ、本臨時株主総会において本第三者割当

に関する議案が承認された後、払込期日までに本新株予約権の「総数引受契約」を締結し、払込期日までに

上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

４．申込期日に本新株予約権の割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、本新株予約権に係る割当

は行われないこととなります。

５．本新株予約権の目的である株式の振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

新株予約権の目的となる株式の

種類

株式会社ジェリービーンズグループ　普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株

式である。なお、当社普通株式の単元株式数は、100株である。

新株予約権の目的となる株式の

数

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式

74,104,900株とする(本新株予約権１個あたりの目的である株式の数(以下

「割当株式数」という。)は100株とする。)。但し、本項第２号及び第３

号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株

式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 ２．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」第３号の規定に従って行使

価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整されるもの

とする。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権にか

かる割当株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は

切り捨てるものとする。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調

整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄に定める調整

前行使価額及び調整後行使価額とする。

 
調整後割当株式数＝

調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
 

 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行

使時の払込金額」欄第３号(2)及び(5)による行使価額の調整に関し、各号

に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日

の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事

由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要

な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行う

ことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払込金額 １．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、

行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

 ２．本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の

額(以下、「行使価額」という。)は、金95円とする。

 ３．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記(2)に掲げる各事由により当社の

発行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性があ

る場合には、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)を

もって行使価額を調整する。

 
 

     
既発行普通株式数＋

割当株式数×
１株当たり

の払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行普通株式数＋割当株式数
 

 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

 ①　本号(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新

たに発行し、又は当社の有する当社普通株式を処分する場合(無償割

当てによる場合を含む。)(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子

会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を

発行又は処分する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたも

のを含む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通

株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普

通株式を交付する場合を除く。)
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 調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合は

その最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以

降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

 ②　株式分割により当社普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用

する。

 ③　本号(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交

付する定めのある取得請求権付株式又は本号(4)②に定める時価を下

回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合

(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を

対象とするストック・オプションを発行する場合を除く。)

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新

株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調

整式を適用して算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割

当日)以降又は(無償割当ての場合は効力発生日)以降これを適用す

る。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約

権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに本号(4)②に定め

る時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行

使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　本号(2)①から③までの場合において、基準日が設定され、かつ、効

力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、本号(2)①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。こ

の場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本

新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を追加的に交付する。この場合、１株未満の

端数を生じるときはこれを切り捨てるものとする。

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－

調整後

行使価額
)×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 (3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、

その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する

場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額

からこの差額を差し引いた額を使用する。

 (4) その他

 ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用され

る日(但し、本号(2)⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる

30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計

算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。
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 ③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準

日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日

における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保

有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記(2)②の場合に

は、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日におい

て当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含

まないものとする。

 (5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合

には、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な

行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価

額の調整を必要とするとき。

 ②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生

により行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基

づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事

由による影響を考慮する必要があるとき。

 (6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の

前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨、その事由、

調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項

を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うこと

ができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価額

の総額

7,235,602,436円

(注)　但し、行使価額が調整された場合には、新株予約権の発行価額の総額に

新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は

増加又は減少する。また、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われ

ない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約

権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使

請求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額に、行使

請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別記「新株予

約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とする。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本

準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する

資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から

増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間 2025年８月29日から2030年８月28日までとする。

新株予約権の行使請求の受付場

所、取次場所及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社ジェリービーンズグループ　財務経理部

東京都台東区上野一丁目16番５号

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　雷門支店

東京都台東区浅草一丁目１番15号
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新株予約権の行使の条件 １．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における

授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行う

ことはできない。

２．各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の事由及

び取得の条件

本新株予約権の割当日以降、いつでも当社は、当社取締役会が別途定める日

(以下、本項において「取得日」という。)の２週間前までに本新株予約権者に

対する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個

につき発行価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部

を取得することができる。なお、本新株予約権の一部の取得をする場合には、

抽選その他の合理的な方法として当社取締役会が決定する方法により行うもの

とする。

新株予約権の譲渡に関する事項 会社法第236条第１項第６号に基づく譲渡制限については該当事項はありませ

ん。但し、本割当契約において、本新株予約権の譲渡について、当社取締役会

の承認を要する旨の譲渡制限を合意する予定です。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、

吸収分割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子

会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転(以下「組織再

編行為」と総称する。)を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前

において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合

併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は

株式移転設立完全親会社(以下「再編当事会社」と総称する。)は以下の条件に

基づき本新株予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するもの

とする。

(1) 新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等

を勘案して合理的に調整する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の

端数は切り上げる。

(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の

端数は切り上げる。

(5) 新たに交付される新株予約権にかかる行使期間、当該新株予約権の行使に

より株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、再編当

事会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約

権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

発行要項に準じて、組織再編行為に際して決定する。
 

(注) １．本新株予約権の行使の方法

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、所定の行使請求書に、自己の氏名又は名称及び

住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座(社債、株式等の振替に関する法律

(「振替法」という。)第131条第３項に定める特別口座を除く。)のコードその他必要事項を記載してこれ

に記名押印した上、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の行使期間中に別記「新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の行使請求の受付場所に提出しかつ、かかる行使請求の対象

となった本新株予約権の数に行使価額を乗じた金額(以下「出資金総額」という。)を現金にて別記「新株

予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３号に定める払込取扱場所の当社が指定

する口座(以下「指定口座」という。)に振り込むものとする。なお、本項に従い行使請求の受付場所に対

し行使請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することはできない。

(2) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類が、不備なく別記「新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出され、かつ当該

本新株予約権の行使にかかる出資金総額が指定口座に入金された場合において、当該行使請求書にかかる

新株予約権行使請求取次日に発生する。
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２．株式の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律(平成13年法律第75号)及びその

他の関係法令に基づき、本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄

に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。

３．新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権にかかる証券を発行しない。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。

 

５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

10,195,555,436円 47,090,000円 10,148,465,436円
 

(注) １．払込金額の総額は、本新株式の払込金額(2,959,953,000円)本新株予約権の払込金額の総額(195,636,936円)

に本新株予約権の行使に際して出資される財産の額(7,039,965,500円)を合算した金額であります。

２．発行諸費用の内訳は、以下のとおりです。

なお、発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

・登記費用：35,090千円

・割当予定先等調査費用：2,500千円

・株価算定費用、新株予約権価格算定費用：3,000千円

・有価証券届出書作成等支援業務費用：5,000千円

・意見書作成費用：1,500千円

３．本新株予約権の行使価額が調整された場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額の合計額を合算した金額は増加又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内に行

使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権証券の発行価額の総額

に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少します。その際には投資対象

事業のリスケジューリング及び手元資金又は別途第三者割当等による調達による充当を想定しております。

 

１) 資金調達の主な目的

当社グループ(当社及び当社の関係会社)の主たる事業は、当社及び子会社７社(株式会社ジェリービーンズ、株式

会社JB Block、株式会社Goldstar、株式会社JBロジスティクス、株式会社JBエンターテインメント、株式会社JBメ

ディカル、株式会社JBサステナブル)により構成されており、30代から40代の女性向けにノンレザー素材(合成皮革

と呼ばれるケミカル素材だけに限らず、人工皮革、合成繊維、布地、その他雑材など天然皮革以外の素材の総称)を

用いたカジュアル婦人靴のデザイン・企画、小売販売を行っております。

当社グループの主たる取扱商品は、「JELLY BEANS」(ジェリービーンズ)を中心とした、オリジナルブランドを冠

したノンレザー婦人靴であります。いずれの商品も、おしゃれに特に関心が高いといわれる30代から40代の女性を

コアターゲットに定め、中でも"働く女性"のニーズに合わせた商品の企画・開発を進め、ＷＥＢ販売、百貨店等の

取引先店頭や直営店舗等の販売チャネルを通じ、消費者に販売しております。

2025年１月期におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増加等により緩やかな回復の

動きが見られる一方で、エネルギー価格、原材料費の高騰及び円安の進行等により個人消費は力強さを欠き、依然

として先行き不透明な状況が続いております。

婦人靴業界におきましては、生活様式の変化や物価高騰を背景にした個人の消費スタイルが、より慎重なものに

変化するなど、婦人靴の市場規模は縮小傾向にあり、引き続き厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、2025年１月期につきましては、事業再生のための基盤の整備と事業モデルの変革に向けた

取り組みに努めました。

これらの結果、売上高831百万円(前年同期比9.6％減)、営業損失519百万円(前年同期は573百万円の営業損失)、

経常損失532百万円(前年同期は578百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する当期純損失519百万円(前年同期は親

会社株主に帰属する当期純損失596百万円)となりました。
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当第１四半期連結累計期間においては、2025年２月６日付の取締役会において弊社のメインターゲットである女

性層の幅を大きく広げることを目的とし、この度新たに、食料品等の輸出入業務に強みを持つ株式会社Gold Star社

(以下「GoldStar」といいます。)の株式を取得し当社の完全子会社化いたしました。

さらに、2025年２月25日には株式会社361 Sports Japanとグローバルスポーツブランド「361°」の国内販売代理

店契約締結を行い、世界7000拠点を展開する361̊の日本市場におけるブランド展開の拡大を目指しております。

これらの結果、売上高228百万円(前年同四半期5.2％減)、営業損失111百万円(前年同四半期は123百万円の営業損

失)、経常損失113百万円(前年同四半期は124百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失116百万円(前

年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失96百万円)となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの経営成績は以下のとおりであります。なお、セグメントの経営

成績については、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載しております。

(小売事業)

小売事業におきましては、直営店の新規出店はなく、2025年４月30日現在における直営店舗数は３店舗でありま

す。また、既存店舗の販売減少により、小売事業における売上高は65百万円(前年同四半期20.1％減)、営業損失は

６百万円(前年同四半期は営業損失10百万円)となりました。

(ＥＣ事業)

ＥＣ事業におきましては、ＳＮＳを経由した顧客コミュニケーションの強化や販促、サイトへの流入を促す広告

の強化、自社サイトでは新規会員の獲得とその維持のための施策としてメールマガジンやＬＩＮＥの配信などを積

極的に行いました。しかしながら、材料費、人件費の高騰、輸入に伴う円安の影響により売上原価率が高くなりま

した。その結果、ＥＣ事業における売上高は96百万円(前年同四半期37.9％減)、営業損失７百万円(前年同四半期は

営業利益４百万円)となりました。

(その他事業)

その他事業におきましては、主力である婦人靴以外の事業領域の拡大のため、美術品販売等の事業、ＳＤＧｓ関

連商品の販売、卸売業に取り組んできました。現状では、いずれの事業においても単発の取引が多い状態であり、

売上高は65百万円(前年同四半期2083.8％増)、営業利益は２百万円(前年同四半期は営業損失３百万円)となりまし

た。

当社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロナウイルス感染症の

拡大が影響し、売上高は大きく減少、2025年１月期を含めると７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フロー

のマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上している状況にあります。2025年

１月期においては、売上高は831,619千円で前連結会計年度に比較して9.6％減少し、営業損失519,975千円及び親会

社株主に帰属する当期純損失519,966千円を計上いたしました。

また、当面の先行きも不透明である状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。

また、2026年１月期第１四半期においても、売上高は228百万円で前第１四半期連結累計期間に比較して5.2％減

少し、営業損失111百万円及び親会社株主に帰属する四半期純損失116百万円を計上するなど、売上高の減少は継続

しており抜本的な施策が必要であると認識しております。

また財務体質も現預金残高は2026年１月期第１四半期において、300百万円(2025年1月期は265百万円)と新株予約

権の行使により、増加しておりますが、継続して営業損失を計上している状況から、手元資金が潤沢とは言えない

状況であります。さらに2026年１月期第１四半期における純資産の残高は、785百万円(2025年1月期は205百万円)

と、第４回新株予約権の行使により、純資産残高は増加したものの継続して当期利益においても純損失を計上して

おり安定した財務基盤とは言えない状況となっております。

さらに、当面の先行きも不透明である状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おります。

当社グループでは当該状況を早期に解消すべく、以下の事業施策により収益性を高め、財務施策により資金繰り

の改善を図ります。
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事業施策

１．直営店舗および百貨店店舗の効率化と収益の確保

直営店舗や百貨店における不採算店舗の撤退を進めてきた事により一定の効果を得ているものの、引き続き各

店舗の採算性を注視し効率化と収益の確保を目指します。引き続き店舗ごとの精査を行い、不採算店の整理、伸

び行く店舗への投資を行ってまいります。また、表参道に女性向けアパレル店「ナラカミーチェ青山本店」との

コラボレーション店舗(JELLYBEANS 表参道店)をオープンし、トータルコーディネートができる新しい試みを開始

しました。

 

２．ＥＣ事業を軸とした事業収益の改善

これまで、当社主力事業であった小売事業を縮小させ、ＥＣサイト販売を重視する方向で諸施策を展開した結

果、ＥＣ事業は一定の伸びを示し、小売事業に対してＥＣ事業の割合は増加しております。全社の事業収益の改

善に向けて、自社ＥＣを事業の軸として、取扱い商品の拡充、積極的な販売活動を実施してまいります。

 

３．販売方法の見直しと強化、在庫管理の徹底

シーズン毎に提案し仕入れた商品の販売について、想定する販売期間内にてしっかり売り切れるよう販売戦略

を見直し強化します。顧客の需要を分析しタイムリーな販売価格の決定と迅速な判断で翌シーズンへ持ち越す在

庫数を極力少なくし在庫回転率を向上させる取り組みを行い、マーチャンダイザーや在庫コントローラーの役割

を明確にし、在庫管理を徹底します。

 

４．事業領域拡大

既存の主力事業である婦人靴の小売事業及びＥＣ事業だけでなく、主力事業に付随する新たな事業を模索・展

開していくことで将来的な売上高の増加・収益確保を図ってまいります。既に取り組みを開始しているスポーツ

事業については、361°、ローリンローライなどの海外ブランドの展開を積極的に拡大してまいります。また、

Ｍ＆Ａを行ったGoldStar については、成長投資を行い、事業拡大を目指してまいります。子会社として立ち上げ

た株式会社JB ロジスティクスについて、当社又は協力会社の物流事業を担い、収益事業として立上げをさせてま

いります。その他、婦人靴、女性向けファッションなど親和性のある会社をＭ＆Ａによりグループ化することで

事業拡大を目指します。

また、当社として本日開示の「新たな事業の開始に関するお知らせ」に記載の通り、再生重油発電設備販売事

業への参入をいたしました。

当社は、持続可能な社会の実現とエネルギーの多様化を重要な経営課題と捉え、環境負荷の低減と災害時の電

力供給体制の強化を目指した事業活動を推進しております。

このたび当社は、再生重油を燃料とする自家発電設備の販売事業を開始いたします。

本事業は、使用済み油などから再生された重油を活用し、集合住宅、企業、自治体・公共施設などが自ら電力

を確保できる自家発電設備を提供するものです。

当社はパートナー企業より再生重油発電設備を仕入れ、販売・導入支援を行います。これにより、各施設は非

常時のバックアップ電源としてはもちろん、平常時の自家消費による電力コスト削減や、カーボンニュートラル

対応の一環としても活用することが可能です。

また、再生重油の利用は廃棄物削減と資源循環に貢献するものであり、循環型社会の実現に寄与する事業と位

置付けております。当社の子会社である株式会社JBサステナブルにおいて、当該事業の推進を見込んでいます。

 

財務施策

継続した資金調達の実施による財務基盤の安定化

当社は、2020年１月、2021年４月及び2022年４月に第三者割当による新株予約権の発行を行い、また、2024年８

月に第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を行い、円滑な権利行使が進む中、資本の充実を図ってまいり

ました。2025年１月期までの当該新株式及び新株予約権による資金調達額は累計で3,215,240千円となり、事業領域

拡大資金等に充当しております。当社としては、継続して既存の新株予約権未行使分における行使状況の把握を行

い、また、必要であると判断した場合は追加的な資本増強による資金調達を検討するなど財務基盤の安定化に取り

組んでまいります。

EDINET提出書類

株式会社ジェリービーンズグループ(E03004)

有価証券届出書（組込方式）

10/69



 

前回資金使途として挙げているゲーム事業に関して、開発やインフラ構築において当初の想定より時間、費用が

掛かることや当社全体のキャッシュ・フローに影響が大きいため、資金を資金効率のいい新規事業を優先しており

ます。また当事業において関連トークンの日本における暗号資産取引所への情報を見据えたコンサルティング事業

の推進も計画しておりますが、現時点で確たる展望を描きづらい環境であるため、中長期で検討し事業推進の優先

度を精査して行ってまいります。

特に当社としては、事業施策「４．事業領域拡大」への注力を行うことで早期の営業黒字化の道筋をつけること

が最優先課題であると認識しております。

「４．事業領域拡大」については、ＥＣ事業以外の収益源の構築を目指しております。当社は、2025年２月６日

に子会社化した株式会社GoldStar(以下、「Goldstar」といいます。)の事業において、クリーミーヨーグルトボー

ルという商品を中心とした韓国から輸入するアイスクリーム商品の販売が非常に好調であります。全国展開してい

る小売業様の店舗において採用され、販売も好調ということで今後も拡大が期待されております。また、日本国内

での販売代理店契約を締結した361°のスポーツブランドの展開について、バスケットシューズ、ランニングシュー

ズ、スポーツアパレルなどの商品をＥＣ事業、及び卸事業にて展開を拡大してまいります。

当社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロナウイルス感染症の

拡大が影響し、売上高は大きく減少し、2025年１月期を含めると７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フ

ローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上している状況にあります。こ

うした、状況にありながら、事業拡大に伴う収益化の向上を必要としており、さらに財務状況が危機的な状況であ

ることから早期に財務基盤の安定化といった施策を実現させるべく、資金調達の必要性が生じております。

資金調達の方法として、当社の財務体質の安定性を確保する必要性及び銀行借入による資金調達は与信枠や借入

コストの問題があることに加えて、当社グループの財政状態から新規の借入は困難であるとの理由から、既存株主

の皆様の株式の希薄化を懸念しつつも、間接金融ではなく、直接金融による資金調達の早期実現が必須不可欠であ

ると判断いたしました。さらには、本第三者割当を行うことによって、手元資金の充実だけではなく、自己資本比

率の改善によって財務状況の安定化が見込まれ、収益性の改善が図れることや連結純資産の更なる増強が実現でき

るものと考えております。

このたび選択したスキームはまた本新株式の発行価額と本新株予約権の行使価額は株価240円(2025年７月31日)に

対して95円と有利発行であること、議決権比率ベースで270.68％と大規模な希薄化を伴う発行であり、発行後の割

当先による投資行動により株価に下落圧力がかかる可能性がありますが、当社としても割当予定先より市場動向を

勘案しながら売却していく方針である旨を口頭で確認しておりその影響は限定的であると考えております。

当社といたしましては既存株主の皆様の株式価値を毀損することなく、企業価値を向上することに配慮しており

ますが、当社が７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社

株主に帰属する当期純損失を計上している状況であることを鑑みると資金調達手法は極めて限定的であると考えて

おります。今回の資金調達スキームは、当社といたしましても、本新株式の発行により、財務体質の強化を図り、

事業成長のための一定額を迅速にかつ確実に調達することができるとともに、割当予定先の要請と協議に基づき、

本新株予約権の発行により割当予定先が当社に対して段階的に投資を行うことができるように配慮したものであり

ます。加えて、本新株予約権の発行は必ずしも一度に大量の新株式を発行するものではないため、当社及び当社既

存の株主にとっても、資金調達を全て新株式により調達する場合と比べて、権利行使が完了するまでには一定程度

の期間を要することが想定されます。そのため、既存株式の希薄化が段階的に進む点において、既存株主に対する

希薄化は避けられないものの、一定の配慮ができると判断して採用いたしました。

当社といたしましては既存株主の皆様の株式価値を毀損することなく、企業価値を向上することに配慮しており

ますが、ＥＣ事業及び新規事業の拡充、並びに自己資本比率の改善による財務基盤の安定化といった目的を達成す

るために、有利発行を伴い、議決権比率ベースで270.68％と大規模な希薄化が生じながらも本第三者割当による資

金調達を行うことが、当社グループの株式価値向上に資する最良の選択であり株主価値の向上につながるものと判

断しております。
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(2) 【手取金の使途】

本新株式により調達する資金の具体的使途

 

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

①　本社運転資金 1,200 2025年８月～2027年７月

②　Ｍ＆Ａ及び資本業務提携資金 500 2025年８月～2028年７月

③　当社子会社(株式会社GoldStar)における運転資金 700 2025年８月～2028年７月

④　運転資金(361°事業) 500 2025年８月～2028年７月

⑤　運転資金(サステナブル事業) 59 2025年８月～2028年６月

計 2,959  
 

 

本新株予約権により調達する資金の具体的使途

 

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

②　Ｍ＆Ａ及び資本業務提携資金 1,450 2025年８月～2028年７月

③　当社子会社(株式会社GoldStar)における運転資金 1,700 2025年８月～2028年７月

④　運転資金(361°事業) 950 2025年８月～2028年７月

⑤　運転資金(サステナブル事業) 3,088 2025年８月～2028年７月

計 7,188  
 

(注) １．調達資金は本表の記載の順に優先的に充当する予定です。

２．本新株予約権の行使価額は調整される可能性があることから、実際に調達できる資金の額及びその支出時期

と現時点において想定している調達資金の額及び支出予臨時期との間に差異が生じる可能性があります。調

達資金が大きく不足した場合には、追加での資金調達についても検討し、実施について適切に判断してまい

ります。なお、上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金で保管する予定です。

３．資金の使途又は金額は状況に応じ変更する可能性があり、資金の使途又は金額に変更があった場合には、速

やかに開示・公表いたします。

 

調達資金の使途の詳細は以下のとおりです。

①　本社運転資金

当社は本年5月よりHD制をとり、株式会社ジェリービーンズグループの下に事業会社を持つ体制に移行しており

ます。その持株会社としての本社の運転資金本社の運転資金（人件費年額250百万円、地代家賃年額37百万円、販

売経費年額313百万円、）として、1,200百万円を見込んでおります。

 

②　Ｍ＆Ａ及び資本業務提携資金

当社は、早期の利益体質の確立に向けＭ＆Ａ及び資本業務提携を推進していくことを予定しており、窓外取り

組みに向けた資金を必要としております。主に以下のような方針を定めております。

・既存の婦人靴を中心とした事業に関連しシナジー効果が見込めるもの、または直接関連しなくても事業成長

性が見込めるものを広く検討しております。ターゲット顧客層は個人向け、法人向けを問わず全方位型のビジネ

ス展開で検討し、収益源の多様化を図る。

・効率化とコスト削減: 合併や買収により、本部機能やバックオフィスの重複する機能やコスト（固定費）を

削減し、運営の効率を向上させる。

・新たな技術の取得: 当社グループとのシナジーが見込めるテクノロジーや新しい製品、サービスの獲得を通

じて競争力を強化する。

・リスクの分散: サステナブル事業、メディカルサービス事業、エンターテイメント事業などすでに設立済み

の子会社に係る複数の事業領域や地域に展開することでリスクを分散し、業績の安定化を図る。
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こうした方針に従い、１件あたり、100～500百万円程度の案件を想定しており、当該支払は2025年８月～2028

年７月に行われることを見込んでおります。本新株式の発行及び本新株予約権の行使による調達額のうち合計

1,950百万円を当該資金使途へ充当することを見込んでおります。現時点においては具体的に買収交渉を行ってい

る相手先はありませんが、検討段階の企業が存在します。また、開示すべき事項が生じた場合には適時適切に開

示してまいります。

 

③　当社子会社(株式会社GoldStar)における運転資金

当社子会社（株式会社GoldStar　従業員数：6名、主要取引先：大手コンビニエンスストア、大手スーパーマー

ケット等）(以下「GoldStar」といいます。)において事業拡大のための韓国製のアイスクリーム商品の仕入れの

ための資金を必要としております。2025年５月７日付「株式会社 Gold Star 取扱商品が全国のセブン‐イレブン

にて販売決定のお知らせ」にてお知らせのとおりGold Starが取り扱う韓国直輸入のスイーツ商品「クリーミー

ヨーグルトボール」および「悪魔チョコビンス」について、全国のセブン‐イレブン（一部店舗を除く）にて期

間限定で販売されることが決定しております。こうした取り組みから本年３月から６月においては、商品代、運

輸費などで468百万円の支出をしております。具体的には韓国産のアイスクリーム商品（クリーミーヨーグルト

ボール、悪魔チョコビンスなど）を仕入れることを予定しております。仕入の時期については、国内の流通事業

者との商談により変動しますが、年間を通じて一定数の仕入を見込んでおります。

必要資金は2,400百万円であり、内訳は商品開発５百万円、商品仕入1,900百万円、関税、物流コスト（関税、

輸送費、保管費用）380百万円、マーケティング費用115百万円へと調達資金を使途する予定です。本新株式及び

本新株予約権の行使による調達額のうち合計2,400百万円を当該資金使途へ充当することを見込んでおります。

 

④　運転資金(361°事業)

当社は2025年２月25日付適時開示「株式会社361 Sports Japanと日本国内における販売代理店契約締結のお知

らせ」にてお知らせのとおり、株式会社361 Sports Japan（本社：東京都中央区、代表取締役：ジェームス・

フェンティン・クオ、以下「361 Sports Japan」）と日本国内における販売代理店契約することを決議し、グ

ローバルスポーツブランド「361°（スリーシックスティワンディグリー）」の展開を共同で推進していくことと

しております。

「361°」は、香港証券取引所に上場する「361度国際有限公司（1361:HK）」が展開するグローバルスポーツブ

ランドであり、スポーツシューズ、アパレル、アクセサリーを中心に、世界70か国以上で事業を展開しており、

当社としても今後の成長事業として、当該事業を同社共同して推進してまいります。

本契約により、ジェリービーンズは日本国内の販売代理店として361°製品の販売を行い、株式会社361 Sports

Japanはブランド管理、事業開発、およびマーケティング戦略を統括し、両社協力のもとブランドの市場拡大を推

進します。また、ジェリービーンズでは、2024年にスポーツ事業を強化するためのオリジナルブランド「JELLY

BEANS SPORTS」を立ち上げており、361°ブランドとのシナジー効果を最大限に活かし、日本市場での成長を加速

させる計画です。さらに、2025年秋には、日本国内において「361°」ブランドの旗艦店（直営店）を開設する予

定です。この新店舗では、最新のスポーツシューズやアパレルを体験・購入できる場を提供し、ブランドの世界

観をより多くの消費者に伝えていきます。

このたび361°事業において必要資金は1,450百万円であり、商品（スポーツシューズ、スポーツアパレル等）

仕入（750百万円）、店舗展開（300百万円）、関税、物流コスト（150百万円）、販売促進（バスケットボール

チームや選手への商品提供、イベントなどへの協賛）（200百万円）、ECサイト構築運用（50百万円）などを使途

する予定です。店舗展開については、期間限定のポップアップストアや新規店舗（旗艦店を含む）を10箇所ほど

を予定しております。固定店舗について、1店舗当たりの出店費用は平均で15百万円を想定しております。店舗開

設において、新規の採用を1店舗当たり社員2名平均、固定店舗計で10名ほど採用実施する予定です。採用コスト

は出店費用に含んでおります。本新株式及び本新株予約権の行使による調達額のうち合計1,450百万円を当該資金

使途へ充当することを見込んでおります。

 

⑤　運転資金(サステナブル事業)

当社グループはこれまで、婦人靴事業の中で「サスティナブルライン」としてエコフレンドリーな商品を生

産・販売を行ったり、近畿電電輸送株式会社と「サステナブル事業協業に向けた業務提携」を結び協業を進める

など、循環型社会の構築する事業領域として、環境リサイクル事業の強化を図ってまいりました。

こうした取り組みをうけ、このたび、2025年６月12日付適時開示「子会社設立に関するお知らせ」にてお知ら

せのとおり、当該分野における事業の拡充および専門性の強化を目的として、廃棄物処理・再資源化・エネル
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ギー利活用・建設工事・労働力供給・通関貿易・中古資源物の取扱いなど多岐にわたる事業活動を展開する子会

社である株式会社ＪＢサステナブル（所在地：東京都台東区上野一丁目16番５号、代表取締役：宮崎明）を設立

いたしました。なお、従業員は2名です。

これにより、グループ内の関連事業を統合し、効率的な運営体制を確立するとともに、地域社会や顧客のニー

ズに柔軟に対応し、持続可能な事業成長を目指してまいります。

サステナブル事業領域において販売用製品（再生重油自家発電等）仕入、販売促進のための資金を必要として

おります。必要資金は3,388百万円であり、内訳として仕入3,000百万円（想定販売価格100百万円/台）、マーケ

ティングおよび販売促進（広告宣伝費58百万円、販売代理店を活用したキャンペーン90百万円、ハウスメーカー

と連携した商品告知等110百万円）258百万円、本社業務（人件費70百万円、事務所費用60百万円）130百万円、合

計3,388百万円を使途する予定です。本新株式及び本新株予約権の行使による調達額のうち合計3,147百万円を当

該資金使途へ充当することを見込んでおります。使途予定額の3,388百万円と3,147百万円の差額については、将

来的な当社キャッシュ・フローにより充当する予定です。

また、本第三者割当の資金使途の対象外ではありますが、当社新設（2025年５月）子会社である株式会社JBメ

ディカルは医療法人の運営サポートを行います。株式会社JBメディカルは、設備譲渡を株式会社LocalNow（所在

地：静岡県浜松市中区富塚町1933-1　代表者：代表取締役　井上 大介）より50百万円で行い、デイジークリニッ

ク新宿院の運営委託引継ぎ運営を請け負っております。株式会社JBエンターテインメントは芸能事務所運営を行

い、支出は2025年８月より年間30百万円ほどを見込んでおります。

 

また、前回の資金調達における現在までの調達金額及び充当状況は以下のとおりです。

(2024年10月17日付取締役会決議に係る第三者割当による第４回新株予約権の発行により調達した資金の充当状

況)

＜新株式＞

 

具体的な使途
充当予定額
(百万円)

実際の調達額
(百万円)

充当額
(百万円)

支出(予定)時期

①　Ｍ＆Ａ及び資本業務提携資金 200 200 200 2025年２月

②　事業運転資金(株式会社GoldStar) 100 100 100 2025年３月

合計 300 300 300  
 

 

＜第４回新株予約権＞

 

具体的な使途
充当予定額
(百万円)

実際の調達額
(百万円)

充当額
(百万円)

支出(予定)時期

①　Ｍ＆Ａ及び資本業務提携資金 200 200 0 2026年２月

②　事業投資資金(ＥＣ事業) 42 42 41 2024年９月～2025年６月

③　事業投資資金(ゲーム事業) 30 30 30 2024年10月

④　事業運転資金(株式会社GoldStar) 647 647 376 2025年３月～2027年８月

合計 919 919 447  
 

注１．本届出書提出時点における第４回新株予約権の未行使残はありません。

注２．2025年７月３日付「資金使途の変更に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、2025年２月６日付で子会社

化したGoldStarが販売する商品に対し多くの注文をいただき仕入資金に充当する資金需要が高まったことによ

り、同社の事業運転資金とすることを決定し、調達した資金の使途を、上述のとおり一部変更したうえで、そ

れぞれ各金額を充当しております。
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＜資金調達の方法として本第三者割当による新株予約権発行を選定した理由＞

当社の資金需要につきましては、前述「５　新規発行による手取金の使途（２）手取金の使途」に記載のとお

りでありますが、資金調達の方法としては、当社の事業拡大に伴う収益化の向上ならびに財務基盤の安定化を目

的としており当社の財務体質の安定性を確保する必要性及び銀行借入による資金調達は与信枠や借入コストの問

題があることに加えて、当社グループの財政状態から新規の借入は困難であるとの理由から、既存株主の皆様の

株式の希薄化を懸念しつつも間接金融ではなく、直接金融での資金調達を行うことといたしました。

そのため、当社としましては、直接金融による株主資本の増強を図ることを軸に調達方法の検討をいたしまし

た。

①　公募増資

公募増資は、一度に資金調達が可能となり、有力な資金調達手段の１つではありますが、時価総額や株式の

流動性によって調達金額に限界があり、当社の時価総額や株式の流動性及び財務状況を鑑みると、引受幹事証

券を探すことは困難であり、公募増資を実施することは現実的ではないと判断し、資金調達方法の候補からは

除外することといたしました。

また、将来の１株当たりの期待利益の希薄化を一度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きい

と考えられることから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。

②　ＭＳＣＢ

株価に連動して行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(いわゆるＭＳＣＢ)の発行条件及び行使

条件は多様化していますが、一般的には、転換により交付される株式数が行使価額に応じて決定されるという

構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な影響が大

きく、今回の資金調達方法としては適切でないと判断いたしました。

③　ライツ・オファリング

いわゆるライツ・オファリングには、当社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ラ

イツ・オファリングと新株予約権の権利行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・オファ

リングがあります。コミットメント型ライツ・オファリングは、国内における事例が少なく事前準備に相応の

時間を要することや引受手数料等の発行コストの増大が予想されます。また、ノンコミットメント型ライツ・

オファリングでは、既存投資家の参加率が不透明であることが、資金調達の蓋然性確保の観点から不適当であ

ると判断いたしました。また、ノンコミットメント型ライツ・イシューについては、当社は最近２年間におい

て経常赤字を計上しており、株式会社東京証券取引所(以下、「東京証券取引所」といいます。)の定める有価

証券上場規程第304条第１項第３号aに規定される上場基準を満たさないため、実施することができません。

 

このたび選択したスキームはまた本新株式の発行価額と本新株予約権の行使価額は株価240円(2025年７月31

日)に対して95円と有利発行であること、議決権比率ベースで270.68％と大規模な希薄化を伴う発行であり、発

行後の割当先による投資行動により株価に下落圧力がかかる可能性がありますが、当社としても割当予定先よ

り市場動向を勘案しながら売却していく方針である旨を口頭で確認しておりその影響は限定的であると考えて

おります。当社といたしましては既存株主の皆様の株式価値を毀損することなく、企業価値を向上することに

配慮しておりますが、当社が７期連続して営業キャッシュ・フローが赤字であることを鑑みると資金調達手法

は極めて限定的であると考えております。本新株式と本新株予約権の発行を組み合わせた今回の資金調達ス

キームは、当社といたしましても、本新株式の発行により、財務体質の強化を図り、事業成長のための一定額

を迅速にかつ確実に調達することができるとともに、割当予定先の要請と協議に基づき、本新株予約権の発行

により割当予定先が当社に対して段階的に投資を行うことができるように配慮したものであります。

加えて、本新株予約権の発行は必ずしも一度に大量の新株式を発行するものではないため、当社及び当社既

存の株主にとっても、資金調達を全て新株式により調達する場合と比べて、権利行使が完了するまでには一定

程度の期間を要することが想定されます。そのため、既存株式の希薄化が段階的に進む点において、既存株主

に対する希薄化は避けられないものの、一定の配慮ができると判断して採用いたしました。

なお、当初の計画通りに、本新株予約権の行使による資金調達を行うことができない場合、その時点におけ

る当社の事業環境、財務状況に鑑みて、別途の手段による資金調達を実施する可能性があります。
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＜本新株予約権の特徴について＞

本新株予約権の特徴は、次のとおりとなります。

本新株予約権の内容は、新株予約権の行使価額と対象株式数を固定することにより、MSCBやMSワラントと比較

して既存株主の皆様の株主価値の希薄化の抑制と、機動的な資金調達促進が図られるように定められており、以

下の特徴があります。

①　行使価額及び対象株式数の固定

本新株予約権は、昨今その商品設計等について市場の公平性や既存株主への配慮等の点で懸念が示される価

格修正条項付きのいわゆるMSCBやMSワラントとは異なり、行使価額及び対象株式数の双方が固定されておりま

す。発行当初から行使価額は95円で固定されており、将来的な市場株価の変動によって行使価額が変動するこ

とはありません。

また、本新株予約権の対象株式数も発行当初から発行要項に示される株式数で固定されており、将来的な市

場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。

なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、行使価額及び対象株式数の双方が本新株予約権の発行要

項に従って調整されます。

 

②　買取請求権(取得条項)

本新株予約権には、割当日以降いつでも、２週間前までに本新株予約権者に対する通知又は公告を行うこと

により、当社は本新株予約権の全部又は一部を発行価額と同額で取得することができる旨の取得条項が付され

ております。かかる取得条項により当社は、事業戦略の進捗次第で将来的に資金調達ニーズが後退した場合、

又はより有利な他の資金調達手法が確保された場合には、当社の判断により取得条項に従い本新株予約権者の

保有する本新株予約権の全部又は一部を発行価額相当額で取得することができ、本新株予約権の発行後も資本

政策の柔軟性を確保することができます。

なお、当社の資本政策の柔軟性を確保すること並びに割当予定先の行使促進を促すという観点からも、本新

株予約権に買取請求権(取得条項)を設定しておくことは、当社にとっては必要であると考えております。

 

③　譲渡制限

本新株予約権は、会社法第236条第１項第６号に定める新株予約権の譲渡制限はありませんが、本割当契約に

おける制限として、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社

の承認を要する旨の制限が付されております。ただし、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された

株式を第三者に譲渡することを妨げません。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先の概要、及び提出者と割当予定先との間の関係

①　須田　忠雄

 

ａ．割当予定先の概要

氏名 須田　忠雄

住所 群馬県桐生市

職業の内容 会社経営

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

出資関係
当社株式24,544,700株(発行済株式数の63.02％)を所
有しております。(2025年６月末時点)

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。

 

②　合同会社ＡＥＧＩＳ

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 合同会社ＡＥＧＩＳ

本店の所在地 東京都千代田区一番町22の３　アデックス一番町ビル402号

代表者の役職及び氏名 代表社員　勝山　博文

資本金 １万円

事業の内容 有価証券の運用、投資、販売、保有　等

主たる出資者及びその出資比率 勝山　博文：100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェリービーンズグループ(E03004)

有価証券届出書（組込方式）

17/69



 

③　Seacastle Singapore Pte. Ltd

 

ａ．割当予定先の概要  

名称
Seacastle Singapore Pte. Ltd
(常任代理人 松尾 聖海)

本店の所在地 60 Paya Lebar Road, #08-06Paya Lebar SquareSingapore 409051

代表者の役職及び氏名 代表取締役　Tang Koon Heng

資本金 50,000シンガポールドル

国内の主たる事務所の責任者の氏名及
び連絡先

国内の事務所は存在しないため、該当事項はありません。

事業の内容 海運管理業務及びファイナンス

主たる出資者及びその出資比率 Tang KoonHeng　100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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④　株式会社ネットプライス

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 株式会社ネットプライス

本店の所在地 東京都港区新橋二丁目16番１号ニュー新橋ビル７階

代表者の役職及び氏名 代表取締役　中林　美和

資本金 490百万円

事業の内容 Eコマース事業等

主たる出資者及びその出資比率

エムグループホールディングアンドキャピタル株式会社　35.2％
株式会社Meister　18.0％
立川　光昭　15.0％
須田　忠雄　13.3％　(2025年６月13日現在)

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係
当社取締役である当該会社の立川光昭が15.0％の株式を保有しておりま
す。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係

同社との間で2023年４月11日付で当社商品の販売事業等に係る業務提携
に関する契約書を締結しております。
2025年５月２日付で10億円を限度額として、取引基本約定書を締結して
おりますが、2025年８月１日時点の借入残高はありません。

 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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⑤　株式会社りんたん

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 株式会社りんたん

本店の所在地 東京都港区赤坂六丁目19番33号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　鈴木　千絵

資本金 100万円

事業の内容 有価証券の取得、保有、運用管理、及び売買等

主たる出資者及びその出資比率
鈴木　明彦：99.85％
鈴木　千絵：0.15％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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⑥　株式会社Punica＆Co.

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 株式会社Punica＆Co.

本店の所在地 東京都北区西ヶ原二丁目８番１―２０１号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　鈴木　明彦

資本金 100万円

事業の内容 有価証券の取得、保有、運用管理、及び売買等

主たる出資者及びその出資比率 鈴木　明彦：100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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⑦　AYAgirl株式会社

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 AYAgirl株式会社

本店の所在地 東京都北区西ヶ原二丁目８番１―２０１号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　鈴木　明彦

資本金 100万円

事業の内容 有価証券の取得、保有、運用管理、及び売買等

主たる出資者及びその出資比率 鈴木　明彦：100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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⑧　株式会社グリーンスクエア

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 株式会社グリーンスクエア

本店の所在地 群馬県桐生市末広町４番26号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　高橋　敏徳

資本金 100万円

事業の内容 情報システムの企画、設計並びに管理運営に関する業務等

主たる出資者及びその出資比率 高橋　敏徳：100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。
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⑨　ＧGOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

本店の所在地
Hong Kong, Quarry Bay 4-6 Hoi Wan Street Ka Wing Building, 18/F.,
Flat E(登記上の住所：OMC Chambers, Wickhams Cay 1, Road Town,
Tortola, British Virgin Islands)

設立根拠等 ブリティッシュバージン諸島法に基づく免税有限責任会社

代表者の役職及び氏名 Director 河瀬篤史

事業の内容 投資業

投資額 開示の同意を得られていないため、記載しておりません。(注１)

主たる出資者及びその出資比率 Kawase Atsushi 100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注１)　出資額、主たる出資者及び出資比率については、当社がDirectorであるKawase Atsushi氏に確認したもの

の、同社は投資会社であることから、各投資家との秘密保持契約が存在し、秘密保持契約書による守秘義務

のため、開示の同意が得られていないため、記載しておりません。

(注２)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日

現在におけるものです。
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⑩　株式会社ファンドクラウド

 

ａ．割当予定先の概要  

名称 株式会社ファンドクラウド

本店の所在地 東京都新宿区西新宿五丁目１番１号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　中澤　晴彦

資本金 200万円

事業の内容 資産形成及び運用に関するコンサルティング　等

主たる出資者及びその出資比率 株式会社ファンドクラウドホールディングス：100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

当社が保有している割当予定先の株式
の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式
の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先の間の関係欄は、別途記載のある場合を除き、2025年８月１日現

在におけるものです。

 

(2) 割当予定先の選定理由

各割当予定先について、引受する株式数量の決定については、当社代表取締役である宮崎明と各割当予定先の協

議において、各割当予定先の意向に基づき決定したものとなります。

①　須田忠雄

割当予定先である須田忠雄氏は2024年２月15日付で、GAD有限責任事業組合(所在地：東京都世田谷区代田二丁

目13番13号　代表者：代表組合員 立川光昭)(以下、「GAD」といいます。)との間に、同組合が保有する発行会社

の普通株式1,500,000株を、株式会社ネットプライスとの間で、同社が保有する発行会社の普通株式750,000株を

買い受ける旨の株式売買が実行され、当社の主要株主となったのちに、2024年７月23日付取締役会決議に係る第

三者割当による第４回新株予約権の割当先であります。

こうした経緯を踏まえ直接金融による資金調達を検討する中、当社の収益の獲得に不可欠な事業展開に係る投

資資金を調達するために、当社の資金需要を2025年５月上旬に須田忠雄氏へ当社代表取締役である宮崎明より当

社の置かれている状況と、経営方針・経営戦略、事業の将来性等の説明をし、資金調達の引受のお願いをいたし

ました。

当社としても、須田氏は既存の大株主であり、当社がおかれている状況をご理解いただいております。当社代

表取締役とも良好な関係性を築いており、市場への影響への配慮から市場動向を勘案しながら売却していく方針

である旨を口頭で確認しております。こうしたことから既存株主の保護とともに資金繰りの不安から安定した資

金支援体制で事業再生に取り組むことができることから適していると判断しております。

須田忠雄氏は、当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等についてご賛同いただき、株価や既存株主の

利益に充分に配慮しながら必要資金を調達したいという当社のニーズを充足し得る資金調達手法として、新株式

と新株予約権を同氏に割り当てる手法の提案を須田忠雄氏より当社代表取締役である宮崎明が口頭で受け、当社

は、同氏を本件第三者割当の割当予定先として選定することといたしました。
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②　合同会社ＡＥＧＩＳ

合同会社ＡＥＧＩＳ(以下「ＡＥＧＩＳ」といいます。)は投資業務・コンサルティング業務を行う会社であ

り、投資業務・ファイナンス業務に深い知見を有する勝山博文氏が代表社員を務める投資会社であります。

勝山氏とは、2015年より取締役会長である立川光昭氏と勝山博文氏が取引先のセミナーで知り合った旧知の仲

であり、2025年６月中旬に当社代表取締役である宮崎明と勝山博文氏が面談により、当社の経営方針・経営戦

略、当社事業の将来性等について説明をしたところ、勝山博文氏にご理解をいただいたこと、日本国内の上場企

業株式への投資も複数行っている実績も総合的に勘案し、割当先として選定いたしました。

 

③　Seacastle Singapore Pte. Ltd.

割当先であるSeacastle Singapore Pte. Ltd.(以下、「Seacastle 」といいます。)は、当社取締役会長立川光

昭とSEACASTLEのDirectorであるTang Koon Heng氏は2020年頃より日本国内の投資案件の紹介業務上の知り合いで

あり、立川光昭より同社の紹介を受けました。

SEACASTLEは日本国内の上場企業株式への投資を行っており、投資先を探していたとのことであり、そのような

中、2025年６月上旬に実施した、当社代表取締役である宮崎明とTang Koon Heng氏との面談において、当社より

当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、Tang Koon Heng氏に対して当社の第三者割

当の引受に係る打診を行ったところ、Tang Koon Heng氏からは新株式及び新株予約権であれば引受可能である旨

の回答を当社代表取締役である宮崎明が口頭で受けました。

当社としては、面談の中で当社の資金ニーズや成長戦略について説明を行い、Tang Koon Heng氏にご理解をい

ただいたこと、日本国内の上場企業株式への投資も行っている実績も総合的に勘案し、割当先として選定いたし

ました。

 

④　株式会社ネットプライス

株式会社ネットプライス（以下、「ネットプライス社」といいます。）はセールスプロモーション支援、DX 推

進支援などデジタル領域に強みをもち、EC プラットフォームサービスを展開している事業会社であり、株式会社

ストライダーズが保有していた当社株式を2023年２月11日付で譲受し当社株主でもあり、2023年４月11日付適時

開示「株式会社ネットプライスとの業務提携に関するお知らせ」にてお知らせのとおり業務提携関係にありま

す。

こうした関係から、2025年５月下旬に、当社代表取締役である宮崎明より、ネットプライス社の元代表取締役

である古賀賢一氏との面談において、当社より当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明を

し、古賀賢一氏に対して当社の第三者割当の引受に係る打診を行ったところ、古賀賢一氏にご理解をいただいて

おり、さらに当社代表取締役である宮崎明と新たな同社代表取締役である中林美和氏（これまでの古賀賢一氏に

対する説明や経緯は引き継ぎされていることは確認済）とも2025年６月中旬に面談を実施し、本第三者割当の引

き受けについて合意いただいたことから割当先として選定いたしました。
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⑤　株式会社りんたん、⑥　株式会社Punica＆Co.、⑦　AYAgirl株式会社

株式会社りんたんは（以下、「りんたん」といいます。）は、同社の取締役である鈴木明彦氏（味の素株式会

社の創業一族）の資産管理会社となります。同氏と当社代表取締役である宮崎明とは、過去宮崎明が株式会社Ｂ

ＣＭの代表取締役として、2016年ごろよりりんたん社の投資候補先のデューデリジェンス業務を支援した以来、

旧知の仲であり、情報交換を行ってまいりました。   

ネットプライス社に関しては、当社代表取締役の宮﨑明が2021年に当該企業を株式会社りんたんの鈴木明彦氏

に紹介した経緯があります。

こうした関係から、2025年５月下旬に、当社代表取締役である宮崎明より、同氏との面談において、当社より

当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、鈴木氏に対して当社の第三者割当の引受に

係る打診を行ったところ、鈴木明彦氏にご理解をいただいており、成長戦略においてさらなる有益な協力関係が

築け、当社の企業価値向上に資する可能性があると判断したことから割当先として選定いたしました。また、株

式会社Punica＆Co.及びAYAgirl株式会社も、鈴木明彦氏が100％株式を保有する資産管理会社であり、りんたん１

社ではなく、分散して保有したいという同氏の意向を受け、株式会社Punica＆Co.（以下、「Punica＆Co.」とい

います。）及びAYAgirl株式会社（以下、「AYAgirl株式会社」といいます。）を引受先として選定いたしまし

た。

 

⑧　株式会社グリーンスクエア

株式会社グリーンスクエアは（以下、「グリーンスクエア」といいます。）は、情報システムの企画、設計並

びに管理運営を行う事業会社です。グリーンスクエアの代表取締役である高橋敏徳氏と当社代表取締役である宮

崎明とは過去宮崎明が株式会社ＢＣＭの代表取締役として、2017年ごろよりシステム関係のデューデリジェンス

の支援業務で知り合って以来旧知の仲であり、情報交換を行ってまいりました。

こうした関係から、2025年５月下旬に、当社代表取締役である宮崎明より、同氏との面談において、当社より

当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、高橋氏に対して当社の第三者割当の引受に

係る打診を行ったところ、高橋敏徳氏にご理解をいただいたことから割当先として選定いたしました。

 

⑨　GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITEDは（以下、「GOLD PACIFIC」といいます。）は、投資業行うブリティッシュバー

ジン諸島法に基づく免税有限責任会社です。GOLD PACIFICのDirectorであるKawase Atsushi（河瀬篤史）氏と当

社取締役会長である立川光昭とは2023年ごろより同じ会社の株主という関係で知り合い、情報交換を行ってまい

りました。

こうした関係から、2025年６月上旬に、当社代表取締役である宮崎明より、同氏との面談において、当社より

当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、DirectorであるKawase Atsushi氏に対して

当社の第三者割当の引受に係る打診を行ったところ、DirectorであるKawase Atsushi氏にご理解をいただいたこ

とから割当先として選定いたしました。

 

⑩　株式会社ファンドクラウド

株式会社ファンドクラウドは（以下、「ファンドクラウド」といいます。）は、資産形成及び運用に関するコ

ンサルティング等行う事業会社です。ファンドクラウド顧問の河合皓介氏と当社監査役である絹井隆平とは業務

上の旧知の中であり、河合氏を通じ、当社監査役である絹井隆平はファンドクラウドの代表取締役である中澤晴

彦氏を紹介いただき2025年初頭より、情報交換を行ってまいりました。     

こうした関係から、2025年６月中旬に、当社代表取締役である宮崎明より、同氏との面談において、当社より

当社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、中澤氏 に対して当社の第三者割当の引受

に係る打診を行ったところ、ファンドクラウドにご理解をいただいたことから割当先として選定いたしました。
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(3) 割当てようとする株式の数

 

割当予定先の氏名又は名称 割当株式数

須田　忠雄
新株式　　　　　　　　10,526,300株
第７回新株予約権　　　263,157個
(その目的となる株式　 26,315,700株)

合同会社ＡＥＧＩＳ
新株式　　　　　　　　8,421,000株
第７回新株予約権　　　84,210個
(その目的となる株式　 8,421,000株)

Seacastle Singapore Pte. Ltd.
新株式　　　　　　　　3,157,800株
第７回新株予約権　　　105,263個
(その目的となる株式　 10,526,300株)

株式会社ネットプライス
新株式　　　　　　　　2,105,200株
第７回新株予約権　　　200,000個
(その目的となる株式 　20,000,000株)

株式会社りんたん 新株式　　　　　　　　1,052,600株

株式会社Punica＆Co. 新株式　　　　　　　　526,300株

AYAgirl株式会社 新株式　　　　　　　　526,300株

株式会社グリーンスクエア
新株式　　　　　　　　105,200株
第７回新株予約権　　　9,473個
(その目的となる株式　 947,300株)

GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED
新株式　　　　　　　　2,105,200株
第７回新株予約権　　　52,631個
(その目的となる株式　 5,263,100株)

株式会社ファンドクラウド
新株式　　　　　　　　2,631,500株
第７回新株予約権　　　26,315個
(その目的となる株式　 2,631,500株)

 

 

(4) 株券等の保有方針

①　須田　忠雄

須田忠雄氏の保有方針に関しましては、基本的には純投資とのことであり、今回発行する本新株式及び本新株

予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有するかを判

断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明が須田忠雄氏より口頭で確認しております。なお、株式の一部を

売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当社株式を売却する旨当社代表取締役である宮

崎明が須田忠雄氏より口頭で表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。また同氏との間で役員派遣における合

意事項はございません。
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②　合同会社ＡＥＧＩＳ

ＡＥＧＩＳの保有方針に関しましては、基本的には純投資とのことであり、今回発行する本新株式及び本新株

予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有するかを判

断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がＡＥＧＩＳの代表社員である勝山博文氏より口頭で確認してお

ります。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当社株式を売却す

る旨当社代表取締役である宮崎明がＡＥＧＩＳの代表社員である勝山博文氏より口頭で表明いただいておりま

す。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

③　Seacastle Singapore Pte. Ltd.

Seacastle の保有方針に関しましては、基本的には純投資とのことであり、今回発行する本新株式及び本新株

予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有するかを判

断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がSeacastle のDirectorであるTang Koon Heng氏より口頭で確認

しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当社株式を

売却する旨当社代表取締役である宮崎明がTang Koon Heng氏より口頭で表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

④　株式会社ネットプライス

ネットプライスの保有方針に関しましては、業務提携先という関係性があるものの、基本的には純投資   と

のことであり、今回発行する本新株式及び本新株予約権を行使することにより取得する株式について、その時期

の株価や出来高次第で売却するか保有するかを判断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がネットプライ

スの代表取締役である中林美和氏より口頭で確認しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な

限り市場動向に配慮しながら取得した当社株式を売却する旨当社代表取締役である宮崎明がネットプライスの代

表取締役である中林美和氏より口頭で表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。
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また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

⑤　株式会社りんたん、⑥　株式会社Punica＆Co.、⑦　AYAgirl株式会社

りんたん、Punica＆Co.及びAYAgirlの保有方針に関しましては、基本的には純投資とのことであり、今回発行

する本新株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有するかを判断するとの意向を当社代表取

締役である宮崎明がりんたんの取締役であり、Punica＆Co.及びAYAgirlの代表取締役である鈴木明彦氏より口頭

で確認しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当社

株式を売却する旨当社代表取締役である宮崎明が鈴木明彦氏より口頭で表明いただいております。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

⑧　株式会社グリーンスクエア

グリーンスクエアの保有方針に関しましては、基本的には純投資 とのことであり、今回発行する本新株式及

び本新株予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有す

るかを判断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がグリーンスクエアの代表取締役である高橋敏徳氏より

口頭で確認しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した

当社株式を売却する旨当社代表取締役である宮崎明がグリーンスクエアの代表取締役である高橋敏徳氏より口頭

で表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。
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また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

⑨　GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITEDの保有方針に関しましては、基本的には純投資 とのことであり、今回発行する

本新株式及び本新株予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却す

るか保有するかを判断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がGOLD PACIFICのDirectorであるKawase

Atsushi氏より口頭で確認しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しな

がら取得した当社株式を売却する旨当社代表取締役である宮崎明がGOLD PACIFICのDirectorであるKawase

Atsushi氏より口頭で表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

⑩　株式会社ファンドクラウド

ファンドクラウドの保有方針に関しましては、基本的には純投資とのことであり、今回発行する本新株式及び

本新株予約権を行使することにより取得する株式について、その時期の株価や出来高次第で売却するか保有する

かを判断するとの意向を当社代表取締役である宮崎明がファンドクラウドの代表取締役である中澤晴彦氏より口

頭で確認しております。なお、株式の一部を売却する場合には、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当

社株式を売却する旨当社代表取締役である宮崎明がファンドクラウドの代表取締役である中澤晴彦氏より口頭で

表明いただいております。

割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を行う場合には、本割当契約に基づき、当社取締役会における承認

を要するものとしております。割当予定先がかかる本新株予約権の譲渡を検討する場合には、事前に譲受人の本

人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方

針を確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。

また、当社は、割当予定先から、払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当により取得した当

社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由並びに譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

いて、割当予定先から払込期日までに確約書を取得する予定であります。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

①　須田忠雄

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の残高証明の写し(2025

年６月10日付)を取得し、本新株式及び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確認してお

ります。このように割当予定先から提出された資料により、本新株式および本新株予約権の発行における払込み

に必要な資金を拠出できる十分な現預金を有していることを確認しております。
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なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明が須田忠雄氏より口頭にて確認しております。

 

②　合同会社ＡＥＧＩＳ

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の残高証明の写し

（2025年７月18日付）及び同社の代表社員である勝山博文氏が代表取締役を務めるモダンパス合同会社との金銭

消費貸借契約（2025年７月５日付）（貸付額：820,000,000円、金利：年利0.1％、弁済期限：2025年12月31日、

担保：無し）を取得し、当該金銭消費貸借契約に基づく資金によって払込を行うことを確認し、本新株式及び本

新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確認しております。このように割当予定先から提出

された資料により、本新株予約権の発行における払込みに必要な資金を拠出できる十分な現預金を有しているこ

とを確認しております。

なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明がＡＥＧＩＳの代表社員である勝山博文氏より口頭にて確

認しております。なお、今回の第三者割当については同社の投資方針によりモダンパス合同会社ではなく、ＡＥ

ＧＩＳより出資を行うとのことを当社代表取締役である宮﨑明がＡＥＧＩＳの代表社員である勝山博文氏より口

頭にて確認しております。

 

③　Seacastle Singapore Pte. Ltd.

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の残高証明の写し

（2025年７月８日付）を取得しておりますが、同社の銀行口座の残高では不足していたため、現金（自己資金）

並びに保有する有価証券の売却によって確保する予定である旨を2025年７月17日付「確約書」にて確認し、割当

予定先を名義とする銀行口座の写し（2025年７月24日付）並びに証券口座の写し（2025年７月24日付）の提示を

受けました。以上により、本新株式及び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保する予定であることを確認

しております。

なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明がSeacastleのDirectorであるTang Koon Heng氏より口頭に

て確認しております。

 

④　株式会社ネットプライス

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の残高証明の写し

（2025年７月24日付）を取得し、本新株式及び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確

認しております。このように割当予定先から提出された資料により、本新株式及び本新株予約権の発行における

払込み に必要な資金を拠出できる十分な現預金を有していることを確認しております。

なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明がネットプライスの代表取締役である代表取締役である中

林美和氏より口頭にて確認しております。
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⑤　株式会社りんたん

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の預金通帳の写し(2025

年６月12日付)を取得し、本新株式の発行価額を上回る金額が確保されていることを確認しております。

 

⑥　株式会社Punica＆Co.

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の預金通帳の写し

（2025年６月16日付）及び同社代表取締役である鈴木明彦の孫である國安凜花氏との金銭消費貸借契約（2025年

６月16日付）（貸付額：300,000,000円、金利：年利0.5％、弁済期限：2030年６月16日、担保：無し）を取得

し、当該金銭消費貸借契約に基づく資金によって払込を行うこと、本新株式の発行価額を上回る金額が確保され

ていることを確認しております。株式会社Punica＆Coの借入先は代表取締役 鈴木明彦氏の孫でありますが、株式

会社Punica＆Coが各々と締結している金銭消費貸借契約書において親権者の署名、捺印にて同意、承諾を得てい

ます。今回はあくまでも法人における資金運用方針に基づく当社の株式引受であり、その運用方針は代表取締役

鈴木明彦氏が決定しているため資金の借入先を引受先にすることは念頭にございません。

 

⑦　AYAgirl株式会社

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の預金通帳の写し

（2025年６月16日付）及び同社代表取締役である鈴木明彦の孫である國安彩花氏との金銭消費貸借契約（2025年

６月16日付）（貸付額：300,000,000円、金利：年利0.5％、弁済期限：2030年６月16日、担保：無し）を取得

し、当該金銭消費貸借契約に基づく資金によって払込を行うこと、本新株式の発行価額を上回る金額が確保され

ていることを確認しております。AYAgirl株式会社の借入先は代表取締役 鈴木明彦氏の孫でありますが、AYAgirl

株式会社が各々締結している金銭消費貸借契約書において親権者の署名、捺印にて同意、承諾を得ています。今

回はあくまでも法人における資金運用方針に基づく当社の株式引受であり、その運用方針は代表取締役 鈴木明彦

氏が決定しているため資金の借入先を引受先にすることは念頭にございません。

 

⑧　株式会社グリーンスクエア

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の預金通帳の写し

（2025年６月30日付）を取得し、本新株式及び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確

認しております。このように割当予定先から提出された資料により、本新株予約権の発行における払込みに必要

な資金を拠出できる十分な現預金を有していることを確認しております。

なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明がグリーンスクエアの代表取締役である高橋敏徳氏より口

頭にて確認しております。

 

⑨　GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の残高証明の写し

（2025年５月26日付）を取得し、本新株式及び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確

認しております。このように割当予定先から提出された資料により、本新株予約権の発行及び行使における払込

みに必要な資金を拠出できる十分な現預金を有していることを確認しております。

 

⑩　株式会社ファンドクラウド

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする預金明細の写し （2025年７月

12日付）及び同社子会社である株式会社ファンドディベロップメントとの金銭消費貸借契約（2025年７月１日

付）（貸付額：30,000万円、金利：年利０％、弁済期限：2025年12月31日、担保：無し）を取得し、本新株式及

び本新株予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確認しております。このように割当予定先から

提出された資料により、本新株式及び本新株予約権の発行における払込みに必要な資金を拠出できる十分な現預

金を有していることを確認しております。

なお、本新株予約権の行使に係る払込みについては、残高が不足しているものの、本新株予約権に関して複数

回にわたって行使を行い、行使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可

能性もあることの意向を当社代表取締役である宮崎明がファンドクラウドの代表取締役である中澤晴彦氏より口

頭にて確認しております。
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(6) 割当予定先の実態

①　須田　忠雄

当社は、割当予定先である須田忠雄氏及び須田忠雄氏が役員として関与する法人(以下、「割当予定先等」とい

う。)について、割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が暴力団等の反社会的勢力であるか否かについ

て、独自に専門の第三者調査機関であるリスクプロ株式会社(住所：東京都港区芝大門二丁目11番８号　代表取締

役：小板橋 仁)に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領しました。当該調査報告書において、当該割当予定

先等の関係者が反社会的勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けております。上記のとおり割当予定先等、割当

予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認しており、別途その旨の

確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。

 

②　合同会社ＡＥＧＩＳ

当社は、割当予定先並びにその社員(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又はこれに

準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している事実、割

当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与している事実及

び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会社から受

領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。なお、ＡＥＧＩ

Ｓは組合員の総同意によって株主としての権利行使を行う権限若しくはその指図権限又は投資権限を含めた業務

執行がなされるものとされています。

 

③　Seacastle Singapore Pte. Ltd.

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

④　株式会社ネットプライス

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。
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当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑤　株式会社りんたん

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑥　株式会社Punica＆Co.

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。
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当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑦　AYAgirl株式会社

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑧　株式会社グリーンスクエア

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑨　GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED

当社は、割当予定先並びにその役員及び出資者(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員

又はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与してい

る事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与して

いる事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式

会社から受領した報告書にて確認しております。
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当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

⑩　株式会社ファンドクラウド

当社は、割当予定先並びにその役員及び株主(以下、「割当予定先等」といいます。)が、暴力団、暴力団員又

はこれに準ずる者(以下、「暴力団等」といいます。)である事実、暴力団等が割当予定先の経営に関与している

事実、割当予定先が資金提供その他の行為を行うことを通じて暴力団等の維持、運営に協力若しくは関与してい

る事実及び意図して暴力団等と交流を持っている事実を有していないことを第三者機関であるリスクプロ株式会

社から受領した報告書にて確認しております。

当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けており

ます。上記のとおり割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会勢力とは一切関係がないことを確認

しており、割当予定先等が、反社会的勢力との関係がないこと、また、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その

他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」とい

います。)に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当該報告書並びに割当予定先等への訪問等に

より当社として確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

本新株式及び本新株予約権は、会社法第236条第１項第６号に定める新株予約権の譲渡制限はありませんが、本割当

契約における制限として、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社

の承認を要する旨の制限が付されております。ただし、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された株式を

第三者に譲渡することを妨げません。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

①　本新株式

当社は、各割当予定先との間で、第三者割当により発行する本新株式の払込金額について協議を重ねた結果、

本新株式の払込価額を１株当たり95円に決定いたしました。本新株式の払込価額を１株当たり95円に決定した経

緯は以下となります。

当社は資金の必要性から、当社の筆頭株主である須田忠雄氏に対して2025年５月上旬にエクイティ・ファイナ

ンスの引受について打診を行いました。その際に、本新株式の割当予定先である須田忠雄氏より当社の財務状況

を鑑み、本新株式の払込価額について検討を行いたい意向を受けました。具体的には①当社が７期連続した営業

損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計

上しており、また、2026年１月期第一四半期においても、営業損失(△111百万円)、経常損失(△113百万円)を計

上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響を

及ぼす事象が生じていること、②当社株価について本新株式の発行交渉を行っていた2025年６月２日～６月13日

において当社市場株価終値は160円程度（終値単純平均）で推移しておりますが、当該価格での引受けは難しく当

社が７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しているにも関らず、PBRが約18倍（当

社が属する同業他社は平均3.3倍程度）と評価されており現在の株価が当社の実態を反映されているかが不明であ

ること等により、現在の市場株価水準では引受けは厳しく、再度発行条件の検討を行いたい意向を受けました。

また須田忠雄氏より本第三者割当の割当先のリスク判断として、ディスカウント率10％以内(日本証券業協会

「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に照らしていわゆる有利発行に該当しない水準)での引受けは困難であ

り、相応額のディスカウントした発行額にて本新株式を引き受けることが条件となる旨の意向を割当予定先より

受けました。また、その他の本新株式のすべての割当予定先においても須田忠雄氏の同様の意向を示しておりま

した。

当社は、依然として収益化には時間を要しており、強固な収益基盤の確立には資金を必要としております。そ

のため、2025年４月末時点において300百万円の現預金残高を有しておりますが、2026年１月期第１四半期におい

ても、営業損失(△111百万円)、経常損失(△113百万円)を計上していることから、今後の運転資金も不足してお

ります。

このような必要性から当社としても、当該資金調達について本第三者割当の割当先より相当のリスクを負って

いただいていること、本業の運転資金の充実を図るため早期に本第三者割当の実施を行うことが最優先であると

判断し、社内において発行条件について検討を進めました。

当社としましても、本新株式の割当予定先に対しては、市場株価を基礎として10％のディスカウントを加味し

た発行価額の採用を打診しておりましたが、相当額の本新株式の引受を行っていただく前提であることから、大

幅なディスカウントを伴わない引受先が経営陣を含め存在しませんでした。

上記の必要性から、資金提供者である新株式の各割当予定先の意向については一定程度勘案する余地はあるも

のと判断し、なおかつ引受先が一向に現れない中で、キャッシュ・フローが厳しい当社の状況を踏まえて、割当

予定先において本第三者割当の引受に応じていただいたものであります。こうした割当予定先の要望も考慮すべ

きと判断し、市場株価以外に株式価値の一般的な公正価値評価の算定手法であるＤＣＦ法を検討するにあたり、

第三者算定機関に当社の株価算定を依頼いたしました。

新株式の払込金額の公正性の検討にあたっては、当社及び割当予定先から独立した第三者機関であり、新株式

並びに新株予約権の公正価値算定を始めとし、公開会社／未公開会社問わず多数の公正価値の算定実績があるこ

と等を鑑み、東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社(所在地：東京都千代田区一丁目11番28号、代表取締

役：能勢　元)(以下、「ＴＦＡ」といいます。)に本新株式の算定を依頼し、2025年7月18日に株式価値算定書を

入手しております。

ＴＦＡは、当社普通株式１株当たりの株式価値について、ＤＣＦ法による株式価値を算定することで、当社の

株式価値の範囲を算出しております。
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ＤＣＦ法につきましては、当社が提供した事業計画（予測期間：2026年１月期～2028年１月期）（以下、①～

④の施策を反映したもの）に基づきフリーキャッシュフローを算出し、ＷＡＣＣによって割り引くことで理論株

式価値を算出しました。ＷＡＣＣについては、リスクフリーレート 1.315％（2025年４月30日における日本証券

業協会「公社債店頭売買参考統計値」長期国債WI-06の平均複利利回り）、リスクプレミアム 5.900％、対市場

β0.334（SPEEDAβ）、小規模リスクプレミアム2.1％により、 株主資本コストを5.385％と算出しました。ま

た、予測期間における運転資本増減額は、過去の推移より予想値を算出しております。なお、事業計画はその計

画の蓋然性の観点から、３年を超える詳細な営業キャッシュ・フローの予測は、現時点での経営計画上も不確実

性が高く、むしろ恣意的な仮定を強いるリスクが高いこと、なお、予測期間以降の企業価値については、ターミ

ナルバリュー（永続価値）に基づいて合理的に評価しております。したがって、予測期間を当該期間とすること

は、むしろ保守的かつ信頼性の高い企業価値算定につながると考えることから当該予測期間は妥当と判断してい

ます。

①　仕入サイクルの最適化

婦人靴、アパレルは国内製造を増やし、小ロット生産を推進し、機会損失をなくし利益の向上を図る。

②　輸入食品卸事業の販路拡大

株式会社GoldStarの韓国より輸入するアイスクリーム商品が好調で国内大手流通企業の採用が進む。これ

をさらに多くの企業に広げていき利益を確保する。

③　スポーツシューズ、スポーツアパレルの卸・小売事業 EC事業の拡大

　　国内の婦人靴、アパレルの販売において、自社店舗を縮小するが、ECでの販売を増やすべく、商品の

拡　　

　　充、SNS活用、広告活用を最適化し、利益を確保する。

④　サステナブル事業の寄与

　　新規事業として重油発電の販売事業について加味しております。ただし新たな本事業計画の予測期間で

あ　

る2026年１月期～2028年１月期は投資フェーズであり、2028年１月期の期中から収益化を見込んでいるた

め業績への影響は軽微なものとなっています。

なお、M＆A施策における影響については、M＆A施策については子会社等により取得する案件次第で、業績への

影響が不透明であり上振れ、下振れ可能性（リスク）を極力排除することから、謙抑的な見通しとして加味して

おらず、当該方針は保守的かつ信頼性の高い企業価値算定につながると考えることからこうした前提は妥当と判

断しています。

本算定に基づき、2025年４月30日を基準日として、当社株式価値を、3,559百万円(１株当たり価値92円)と算定

しており、この合理的範囲(株式価値評価額の上下10％程度)として、82円～101円と算定しております。同報告書

では、この算定方法により、当社の株式価値を82円～101円と算定しており、本新株式の発行価額95円はこの範囲

内となっております。当社は、算定に用いられた手法、前提条件及び合理的に想定された仮定等について、特段

の不合理な点はなく、公正価値の算定結果である3,559百万円(１株当たり価値92円)は妥当であると判断しており

ます。なお、当該事業計画は本第三者割当の際の公正価値算定のため、作成したものであり2026年１月期業績予

想として作成したものではございません。また、当該事業計画は2027年１月期に営業利益ベースで黒字化を予定

しておりますが、株式会社GoldStarの輸入食品の国内流通における販売拡大に伴い企業価値の増加が見込まれた

ものであります。本算定により当社の株主価値は3,559百万円と評価されておりますが、時価総額と企業価値は必

ずしも一致するものではありませんが、本第三者割当により企業価値の向上が図れるものと考えております。

当社にて有利発行に該当するおそれも発生し得ることから、当社としてはこれに十分配慮し検討を行うため、

経営者から一定程度独立した者として、当社と利害関係のない社外有識者であり、過去の事例より第三者割当に

おける有利発行の該当性可否等の分野において専門性が高いことからセントラル法律事務所(小井土直樹弁護士)

に、本株式の発行価額に関する客観的な意見を求め、2025年７月31日付で、意見書(以下、「本意見書」といいま

す。)を入手しております。なお、小井土直樹弁護士の意見部分は次のとおりです。

 

(1)　資金調達の必要性について

　2026年1月期第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、所得環境の改善、インバウンド需要の増加等に

より緩やかな回復の動きが見られる一方で、エネルギー価格、原材料費の高騰及び円安の進行等により個人消

費は力強さを欠き、依然として先行き不透明な状況が続いている。

婦人靴業界においては、生活様式の変化や物価高騰を背景にした個人の消費スタイルが、より慎重なものに変

化するなど、婦人靴の市場規模は縮小傾向にあり、引き続き厳しい経営環境が続いている。
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　このような状況の中、2026年１月期第１四半期において、貴社グループは事業再生のための基盤の整備と事

業モデルの変革に向けた取り組みに努めたとのことである。

これらの結果、売上高228百万円(前年同四半期5.2％減)、営業損失111百万円(前年同四半期は123百万円の営業

損失)、経常損失113百万円(前年同四半期は124百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失116百

万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失95百万円)となった。
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そして貴社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロナウイ

ルス感染症の拡大が影響し、売上高は大きく減少、2025年１月期を含めると７期連続した営業損失及び営業

キャッシュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上してい

る状況にある。2025年１月期においては、売上高は831,619千円で2024年１月期 に比較して9.6％減少し、

営業損失519,975千円及び親会社株主に帰属する当期純損失519,966千円を計上している。

また、当面の先行きも不透明である状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在

している。

また、2026年１月期第１四半期においても、売上高は228百万円で前第１四半期連結累計期間に比較して

5.2％減少し、営業損失111百万円及び親会社株主に帰属する四半期純損失116百万円を計上するなど、売上高

の減少は継続しており貴社は抜本的な施策が必要であると認識しているとのことである。

また財務体質も現預金残高は2026年１月期第１四半期において、300百万円(2025年1月期は265百万円)と新

株予約権の行使により、増加しているが、継続して営業損失を計上している状況から、手元資金が潤沢とは

言えない状況である。さらに2026年１月期第１四半期における純資産の残高は、785百万円(2025年1月期は

113百万円)と、第４回新株予約権の行使により純資産残高は増加したものの、継続して当期利益においても

純損失を計上しており安定した財務基盤とは言えない状況となっている。

さらに、当面の先行きも不透明である状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在している。

特に貴社としては、下記に述べる事業施策ＥＣ事業を軸とした事業収益の改善、事業領域拡大」への注力

を行うことで早期の営業黒字化の道筋をつけることが最優先課題であると認識している。

・ＥＣ事業を軸とした事業収益の改善

これまで、貴社主力事業であった小売事業を縮小させ、ＥＣサイト販売を重視する方向で諸施策を展開し

た結果、ＥＣ事業は一定の伸びを示し、売上全体にしめる割合も上昇している。全社の事業収益の改善に向

けて、ＥＣ事業を軸として、更なるオムニチャネル化体制及びセールスプロモーションの強化に取り組み積

極的な販売活動を実施していく。

・事業領域拡大

既存の主力事業である婦人靴の小売事業及びＥＣ事業だけでなく、主力事業に付随する新たな事業を模

索・展開していくことで将来的な売上高の増加・収益確保を図っていく。既に取り組みを開始しているＳＤ

Ｇｓ関連商品等の販売においては、近畿電電輸送株式会社が保有する廃ガラスより製造した商品『POROUS

α』の拡販を行う方向にシフトしていく。またスポーツアパレルの販売も準備しており、新たな事業の領域

拡大を目指していく。

展開した結果、ＥＣ事業は一定の伸びを示し、売上全体にしめる割合も上昇してきたが、ＥＣ事業への機

能強化及びマーケティング資金等の事業資金が不足していることから、十分な利益化に至っていない。

貴社としても、全社の事業収益の改善に向けて、さらにＥＣ事業を軸として、更なるオムニチャネル化体

制及びセールスプロモーションの強化に取り組み積極的な販売活動を実施する必要が生じているものと考え

ている。

事業領域拡大については、ＥＣ事業以外の収益源の構築を目指す。貴社は、2025年2月6日に子会社化した

Goldstarの事業において、クリーミーヨーグルトボールという商品を中心とした韓国から輸入するアイスク

リーム商品の販売が非常に好調である。全国展開している小売業様の店舗において採用され、販売も好調と

いうことで今後も拡大が期待されている。また、日本国内での販売代理店契約を締結した361°のスポーツブ

ランドの展開について、バスケットシューズ、ランニングシューズ、スポーツアパレルなどの商品をＥＣ事

業、及び卸事業にて展開を拡大していくとのことである。
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さらに、貴社グループは新たな事業として再生重油発電設備販売事業に参入することとしているが、参

入したばかりの事業であり、必ずしも早期の収益化が見込めるわけでない状況にある。

もっとも、貴社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロ

ナウイルス感染症の拡大が影響し、売上高は大きく減少し、2025年1月期を含めると７期連続した営業損失

及び営業キャッシュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を

計上している状況にある。こうした状況にありながら、事業拡大に伴う収益化の向上を必要としており、

さらに財務状況が危機的な状況であることから早期に財務基盤の安定化といった施策を早期に実現させる

べく、資金調達の必要性が生じている。

資金調達の方法として、貴社の財務体質の安定性を確保する必要性及び銀行借入による資金調達は与信

枠や借入コストの問題があることに加えて、貴社グループの財政状態から新規の借入は困難であるとの理

由から、既存株主の皆様の株式の希薄化を懸念しつつも、間接金融ではなく、直接金融による資金調達の

早期実現が必須不可欠であると判断したとのことである。さらには、本第三者割当を行うことによって、

手元資金の充実だけではなく、自己資本比率の改善によって財務状況の安定化が見込まれ、収益性の改善

が図れることや連結純資産の更なる増強が実現できるものと考えているとのことである。

当職としても、貴社の早期の財務基盤の安定を図ると共に、収益化の改善のために事業領域を拡大する

ために、直接金融による資金の必要性が認められるとの判断は合理的といえる。

　資金の充当予定に関しても、貴社から提示を受けた資料及びヒアリングの結果を踏まえれば、合理的

な見積もりのもとに必要な事業費用等が提示され、M＆A資金に関しても適切な買収費用が見積もられてお

り合理的といえる。

 

(2) 第三者割当による資金調達を選択したことの必要性について

貴社の財務体質の安定性を確保する必要性及び銀行借入による資金調達は与信枠や借入コストの問題があ

ることに加えて、貴社グループの財政状態から新規の借入は困難であるとの理由から、間接金融による資金

調達は困難とのことである。

　その上で、①公募増資は、一度に資金調達が可能となり、有力な資金調達手段の１つではあるが、時価

総額や株式の流動性によって調達金額に限界があり、貴社の時価総額や株式の流動性及び財務状況を鑑みる

と、引受幹事証券を探すことは困難であり、公募増資を実施することは現実的ではないと判断し、資金調達

方法の候補からは除外することとしたとのことである。

また、将来の１株当たりの期待利益の希薄化を一度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大き

いと考えられることから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断した。

②ＭＳＣＢについて株価に連動して行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債（いわゆるＭＳＣ

Ｂ）の発行条件及び行使条件は多様化しているが、一般的には、転換により交付される株式数が行使価額に

応じて決定されるという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価

に対する直接的な影響が大きく、今回の資金調達方法としては適切でないと判断した。

③ライツ・オファリングには貴社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・

オファリングと新株予約権の権利行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・オファリン

グがある。コミットメント型ライツ・オファリングは、国内における事例が少なく事前準備に相応の時間を

要することや引受手数料等の発行コストの増大が予想される。また、ノンコミットメント型ライツ・オファ

リングでは、既存投資家の参加率が不透明であることが、資金調達の蓋然性確保の観点から不適当であると

判断した。また、ノンコミットメント型ライツ・オファリングについては、当社は最近２年間において経常

赤字を計上しており、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいます。）の定める有価証

券上場規程第304条第１項第３号aに規定される上場基準を満たさないため、実施することができない。
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このたび貴社が選択したスキームは、本新株式の発行価額と本新株予約権の行使価額は株価240円（2025年

７月31日）に対して95円と有利発行であること、議決権比率ベースで270.68％と大規模な希薄化を伴う発行

であり、発行後の割当先による投資行動により株価に下落圧力がかかる可能性があるが、貴社としても割当

予定先より市場動向を勘案しながら売却していく方針である旨を口頭で確認しておりその影響は限定的であ

ると考えているとのことである。貴社としては既存株主の皆様の株式価値を毀損することなく、企業価値を

向上することに配慮しているが、貴社が７期連続して営業キャッシュ・フローが赤字であることを鑑みると

資金調達手法は極めて限定的であると考えているとのことである。本新株式と本新株予約権の発行を組み合

わせた今回の資金調達スキームは、貴社としても、本新株式の発行により、財務体質の強化を図り、事業成

長のための一定額を迅速にかつ確実に調達することができるとともに、割当予定先の要請と協議に基づき、

本新株予約権の発行により割当予定先が当社に対して段階的に投資を行うことができるように配慮したもの

であるとのことである。

加えて、本新株予約権の発行は必ずしも一度に大量の新株式を発行するものではないため、貴社及び貴社

既存の株主にとっても、資金調達を全て新株式により調達する場合と比べて、権利行使が完了するまでには

一定程度の期間を要することが想定される。そのため、既存株式の希薄化が段階的に進む点において、既存

株主に対する希薄化は避けられないものの、一定の配慮ができると判断して採用したとのことである。

なお、当初の計画通りに、本新株予約権の行使による資金調達を行うことができない場合、その時点にお

ける当社の事業環境、財務状況に鑑みて、別途の手段による資金調達を実施する可能性があるとのことであ

る。

当職としても、貴社の現状において、金融機関等からの融資による大規模な資金調達は難しいこと、また

公募増資及び株主割当による新株式発行については、資金調達の確実性や機動性の観点から相当で無いこ

と、いわゆるライツ・オファリングについてもコミットメント型はわが国による実施例に乏しく、またノ

ン・コミットメント型についても割当先となる既存株主の参加率が不透明であり、またそもそも貴社の財務

状況に鑑みて新株予約権の譲渡の上場基準を満たさないことから、第三者割当による新株式発行を選択する

ことについての必要性が認められるものと判断する。

また、併せて第三者割当による新株予約権を発行することについても、当職として、全額を新株で引き受

ける割当予定先を探すことが困難であること、本新株予約権について、新株予約権の行使価額と対象株式数

を固定することにより、既存株主の皆様の株式価値の希薄化の抑制が図られるように定められており、ま

た、将来的に貴社の資金ニーズが後退した場合や資本政策方針が変更になった場合など、本新株予約権を取

得することにより、希薄化の防止や資本政策の柔軟性が確保できるなどの取得条項の定めを設けて必要以上

に貴社の株式が希薄化しないよう一定の配慮がされている。

そうすると、当職としても、以上検討した貴社の現況に鑑みると、第三者割当による資金調達を選択した

当社の判断に合理性が認められ、また、併せて発行する新株予約権についても、行使価額と対象株式数を固

定化すると共に、資金ニーズが後退した際等における取得条項を設けるなどして、必要以上に貴社株式が希

薄化しないような措置も講じられており、適切であると認められる。

 

２　本件第三者割当の相当性について

(1) 本件第三者割当における発行条件の相当性について

ア　新株式発行について

(ア) 「特に有利な金額」の意義

会社法第199条第3項の「特に有利な金額」とは、公正な発行価額よりも特に低い価額をいうと解され

る。ここにいう「公正な発行価額」は、関連する裁判例によれば、「当該企業の有する客観的価値」に

より決定されるべきであるとされ、多くの場合には株価が基準となるものと解されている。
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また、日本証券業協会の定めた「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成22年４月１日付、以

下「日証協指針」という。）においても、「払込金額は、株式の発行に係る取締役会決議の直前日の価

額（直前日における売買がない場合は、当該直前日からさかのぼった直近日の価額）に0.9を乗じた額

以上の価額であること。ただし、直近日又は直前日までの価額又は売買高の状況等を勘案し、当該決議

の日から払込金額を決定するために適当な期間（最長６か月）をさかのぼった日から当該決議の直前日

までの間の平均の価額に0.9を乗じた額以上の価額とすることができる。」とされており、直近日の株

価ではなく、一定期間の平均株価を基礎として発行価額を決定することが認められる場合があるとされ

る。

（イ）有利発行該当性について

本新株発行の割当価額95円は本第三者割当に関する取締役会決議日の直前営業日である2025年７月31

日の貴社普通株式の終値240円から60.42％のディスカウント、当該直近営業日までの１カ月間の終値平

均である267.23円から64.45％のディスカウント、当該直近営業日までの３カ月間の終値平均203.16円

から53.24％のディスカウント、当該直近営業日までの６か月間の終値平均である158.31円から39.99％

のディスカウントとなっている。

　これらの事情を踏まえると、本件割当価額は第三者機関によるＤＣＦ法に基づく株式価値算定書に

基づくものであるものの、会社法第199条第3項に定める特に有利な金額による発行に該当する恐れは否

定できないといえる。

（ウ）有利発行の必要性について

本新株式の割当予定先である須田忠雄氏より貴社の財務状況を鑑み、本新株式の払込価額について検

討を行いたい意向を受けたとのことである。具体的には①貴社が７期連続した営業損失及び営業キャッ

シュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上おり、ま

た、2026年１月期第一四半期においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上

しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な

影響を及ぼす事象が生じていること、②貴社株価について本新株式の発行交渉を行っていた2025年６月

２日～６月13日において当社市場株価終値は160円程度（終値単純平均）で推移しているが当社が７期

連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しているにも関らず、PBRが約18倍

（当社が属する同業他社は平均3.3倍程度）と評価されており現在の株価が貴社の実態を反映されてい

るかが不明であること等により、現在の市場株価水準では引受けは厳しく、再度発行条件の検討を行い

たい意向を受けた。

また須田忠雄氏より本第三者割当の割当先のリスク判断として、ディスカウント10％以内(日本証券

業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に照らしていわゆる有利発行に該当しない水準)での

引受けは困難であり、相応額のディスカウントした発行額にて本新株式を引き受けることが条件となる

旨の意向を割当予定先より受けた。

貴社は、依然として収益化には時間を要しており、強固な収益基盤の確立には資金を必要としてい

る。そのため、2025年４月末時点において300百万円の現預金残高を有しておりますが、2026年第１四

半期においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上していることから、今後

の運転資金も不足している。

このような必要性から貴社としても、当該資金調達について本第三者割当の割当先より相当のリスク

を負っていただいていること、本業の運転資金の充実を図るため早期に本第三者割当の実施を行うこと

が最優先であると判断し、社内において発行条件について検討を進めたとのことである。

貴社としては、当初は本新株式の割当予定先に対しては、市場株価を基礎として10％のディスカウン

トを加味した発行価額の採用を打診していたが、相当額の本新株式の引受を行っていただく前提である

ことから、大幅なディスカウント伴わない引受先が経営陣を含め存在しなかったとのことである。

上記の必要性から、資金提供者である新株式の各割当予定先の意向については一定程度勘案する余地

はあるものと判断し、なおかつ引受先が一向に現れない中で、キャッシュ・フローが厳しい貴社の状況

を踏まえて、こうした割当予定先の要望も考慮すべきと判断したとのことである。
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以上の状況を踏まえると、貴社のキャッシュ・フローは依然厳しい状況にある一方、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が生じて

いるにもかかわらず、PBRが約18倍（当社が属する同業他社は平均3.3倍程度）と評価されており現在の

株価が貴社の実態を反映されているかが不明であること等により、ディスカウント10％以内(日本証券

業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に照らしていわゆる有利発行に該当しない水準)での

引受け先について経営陣を含めていないとの状況であると認められる。他方、2026年第１四半期におい

ても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上していることから、今後の運転資金

も不足している状態にあることや新たな収益基盤の確保を必要としていることも踏まえれば資金を調達

する高度の必要性も認められる。

　そうすると、新株式について有利発行の必要性が認められる。

（エ）有利発行の相当性について

新株式の払込金額の公正性の検討にあたっては、貴社及び割当予定先から独立した第三者機関であ

り、新株式並びに新株予約権の公正価値算定を始めとし、公開会社／未公開会社問わず多数の公正価値

の算定実績があること等を鑑み、東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社（所在地：東京都千代

田区一丁目11番28号、代表取締役：能勢　元）（以下、「ＴＦＡ」といいます。） に本新株式の算定

を依頼し、株式価値算定書を入手したとのことである。

ＴＦＡは、当社普通株式 1 株当たりの株式価値について、ＤＣＦ法による株式価値を算定すること

で、貴社の株式価値の範囲を算出したとのことである。

ＤＣＦ法については、貴社が提供した事業再生計画案に添付の事業計画（予測期間：3年間）（以

下、①～④の施策を反映したもの）に基づきフリーキャッシュフローを算出し、ＷＡＣＣによって割り

引くことで理論株式価値を算出したとのことである。ＷＡＣＣについては、リスクフリーレート

1.315％（2025年２月28日における日本証券業協会「公社債店頭売買参考統計値」長期国債WI-06の平均

複利利回り）、リスクプレミアム 5.900％、対市場 β0.334（SPEEDAβ）、小規模リスクプレミアム

2.1％により、 株主資本コストを5.385％と算出したとのことである。また、予測期間における運転資

本増減額は、過去の推移より予想値を算出している。なお、事業計画はその計画の蓋然性の観点から、

３年を超える詳細な営業キャッシュ・フローの予測は、現時点での経営計画上も不確実性が高く、むし

ろ恣意的な仮定を強いるリスクが高いこと、なお、予測期間以降の企業価値については、ターミナルバ

リュー（永続価値）に基づいて合理的に評価している。したがって、予測期間を当該期間とすること

は、むしろ保守的かつ信頼性の高い企業価値算定につながると考えることから当該予測期間は妥当と判

断される。　

①仕入サイクルの最適化

婦人靴、アパレルは国内製造を増やし、小ロット生産を推進し、機会損失をなくし利益の向上を図

る。

②輸入食品の卸事業の販路拡大

株式会社GoldStarの韓国より輸入するアイスクリーム商品が好調で国内大手流通企業の採用が進む。

これをさらに多くの企業に広げていき利益を確保する。

③スポーツシューズ、スポーツアパレルの卸・小売事業 EC事業の拡大

国内の婦人靴、アパレルの販売において、自社店舗を縮小するが、ECでの販売を増やすべく、商品の

拡充、SNS活用、広告活用を最適化し、利益を確保する。

④サステナブル事業の寄与

新規事業として重油発電の販売事業について加味している。ただし新たな本事業計画の予測期間であ

る2026年１月期～2028年１月期は投資フェーズであり、2028年１月期の期中から収益化を見込んでいる

ため業績への影響は軽微なものとなっている。

なお、M＆A施策における影響については、M＆A施策については子会社等により取得する案件次第で、

業績への影響が不透明であり上振れ、下振れ可能性（リスク）を極力排除することから、謙抑的な見通

しとして加味していないとのことである。

本算定に基づき、2025年４月30日を基準日として、貴社株式価値を、3,559百万円（１株当たり価値

92円）と算定しており、この合理的範囲（株式価値評価額の上下10％程度）として、82円～101円と算

定している。同報告書では、この算定方法により、貴社の株式価値を82円～101円と算定しており、本

新株式の発行価額95円はこの範囲内となっている。貴社は、算定に用いられた手法、前提条件及び合理

的に想定された仮定等について、特段の不合理な点はなく、公正価値の算定結果である3,559百万円
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（１株当たり価値92円）は妥当であると判断している。なお、当該事業計画は本第三者割当の際の公正

価値算定のため、作成したものであり2026年１月期業績予想として作成したものではないとのことであ

る。また、当該事業計画は2027年１月期に営業利益ベースで黒字化を予定しているが、株式会社

GoldStarの輸入食品の国内流通における販売拡大に伴い企業価値の増加が見込まれたものである。

第三者機関であるTFAが行なった株式価値算定については、当職としてもTFAが貴社及び割当予定先か

ら独立した関係にあり、株式価値算定に用いた手法や前提条件、その過程について特段不合理な点は見

受けられず合理的なものと認められる。
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なお、M＆A施策における影響については、M＆A施策については子会社等により取得する案件次第で、

業績への影響が不透明であり上振れ、下振れ可能性（リスク）を極力排除することから、謙抑的な見通

しとして加味していないとのことであるが、不確実要素を加味することで、算定結果を誤らせる恐れが

あることから、算定に加味しないことは当職としても妥当と思料する。

なお、事業計画はその計画の蓋然性の観点から、３年を超える詳細な営業キャッシュ・フローの予測

は、現時点での経営計画上も不確実性が高く、むしろ恣意的な仮定を強いるリスクが高いこと、なお、

予測期間以降の企業価値については、ターミナルバリュー（永続価値）に基づいて合理的に評価してお

ります。したがって、予測期間を当該期間とすることは、むしろ保守的かつ信頼性の高い企業価値算定

につながると考えることから当職としても当該予測期間は妥当と思料する。

そして、本算定により当社の株主価値は3,559百万円と評価されているが、時価総額と企業価値は必

ずしも一致するものではないといえる。

市場株価については、必ずしも企業の客観的な企業業績のみならず、投機的な思惑や市場経済状況等

様々な状況を踏まえて形成されるものであって、必ずしも企業の客観的価値を反映するものといえず、

貴社についても前項で検討したとおり、そのような状況にあると認められる。

他方、株価算定の方法としてネット・アセットアプローチも存在するが、貴社の第1四半期における

純資産額は785,704千円であり、貴社発行済株式3345万株（2025年4月24日現在）で算出すると1株当た

り23.49円となる。しかし、同アプローチは会社の清算を前提としたものであり、必ずしも事業継続中

の会社の株式価値を適切に表すものといえず、また、本割当における価額を下回るもので相当でない。

以上の事情を踏まえると、公平な第三者機関により算定された貴社の事業価値を表すと認められる

DCF法により算出された株式価値選定書を元に割当予定先との協議において、ＴＦＡの株式価値算定に

おいて①サステナブル事業について事業効果が十分発現されない事業予測期間であるとの前提による算

定によるものであること、②Ｍ＆Ａについてはその不確定な部分が多く事業効果の予測が困難であるこ

とを踏まえ保守的な算定がなされたという事情を説明の上、株式価値算定書における合理的範囲（株式

価値評価額の上下10％程度）として、82円～101円のうち、交渉の結果、総合的に勘案して、中間値92

円を上回る95円と定めて新株式を割当予定先に割り当てるというものであり、有利発行に該当する可能

性はあるものの、貴社の事業価値を公正に反映するものであって、相当性についても認められる。

（オ）　新株式の発行が著しく不公平な方法により行なわれたかについての検討

 a 会社法第210条第2号において、株式の発行が著しく不公平な方法により行なわれ、株主の利益を害す

る場合は、株主は募集株式の発行について差止ができることとされているため検討する。

 b株式の発行が著しく不公平な方法により行なわれ、株主の利益を害する場合とは、原則として会社の支

配権をめぐる争いがある状況において、専ら現経営陣が自己または会社に友好的な第三者に募集株式また

は新株予約権を発行することによって、支配権を維持・争奪する目的を達成しようとする場合をさすと解

される。

もっともそのような不当な目的が併存したとしても、資金調達目的が主たる目的と認められる場合は著し

く不公平な方法によるものに該当しないとされている（東京地方裁判所平成元年7月25日決定・判例時報

1317号28頁参照）。

 ｃ 本株式の発行に当たって、貴社において会社の支配権をめぐる争いがある状況にあるとは認められな

い。

　割当予定先である須田忠雄氏に関しては、貴社株式24,544,700株（発行済株式数の63.02％）を所有して

いる（2025年６月末時点）。本新株割当て等を行なうことで支配株主である須田忠雄氏の支配力が一定程

度維持されることになるものの、貴社が７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスの

計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上おり、また、2026年１月期第一四半期

においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上しており、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が生じている一

方、今後の運転資金も不足している状態にあることや新たな収益基盤の確保を必要としていることも踏ま

えれば資金を調達する高度の必要性も認められる。

　そして、新株の割当てについて有利発行に該当する可能性はあるものの、会社の公正な価値を反映する

とされるDCF法に基づいて公正な価額に基づき算出されており、さらに後述するとおり須田忠雄氏を含む割

当予定先を除く議決権を行使した少数株主の過半数の賛成を得ることを条件として新株割当を行なうこと

としており、少数株主の意思が反映された上で新株が発行されることになっており、新株式の発行が著し

く不公平な方法により行なわれたものでないといえる。
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イ　新株予約権の発行について

（ア）　有利発行該当性について

新株予約権の有利発行に該当するか否かについては、第三者算定機関により算定された公正価値に基づい

て、それを大きく下回るものであるかによって判断するのが相当である。

新株予約権の発行価額の公正価値の算定には、他社上場企業の第三者割当増資における公正価値の算定実績

をもとに選定した第三者機関であるＴＦＡに依頼し、本新株予約権の評価報告書を取得したとのことであ

る。
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当社の株価133円（2025年５月30日）、行使価額95円、当社株式の市場流動性、配当率（０％）、リ

スクフリーレート（1.050％）、ボラティリティ（34.47％）、クレジット・コスト（22.86％）及び１

日当たりの売却可能株式数（直近５年間にわたる発行会社普通株式の１日当たり平均売買出来高

（26,050株）の10％）等の諸条件等について一定の前提を置いて、権利行使期間（５年間）その他の発

行条件の下、一般的な株式オプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて

公正価値の算定を実施した結果、本新株予約権１個の発行金額を1,611円（１株あたり16.11円）と算定

したとのことである。

貴社は、算定に用いられた手法、前提条件及び合理的に想定された仮定等について、特段の不合理な

点はなく、公正価値の算定結果である1,611円（１株あたり16.11円）は妥当であると判断している。

　この点について、当職としてもTFAが貴社及び割当予定先から独立した機関であり、TFAが算定に用

いられた手法、前提条件及び合理的に想定された仮定等について、特段の不合理な点はなく、公正価値

の算定結果である1,611円（１株あたり16.11円）は妥当である。

発行価額は本新株予約権の発行価額264円は、第三者評価機関の評価額1,611円に比べ、83.67％の

ディスカウントとなり有利発行に該当するといえる。

(イ) 有利発行の必要性について

各割当予定先へ打診を行ったところ、各割当予定先から、発行価額と同額の払込は困難であり、ディ

スカウントの打診があったとのことである。

各割当予定先からのディスカウントの打診として、各割当予定先が拠出可能と見込む金額としては、

本新株予約権の発行要項を用い、行使価額についてのみディスカウントを行わない（貴社の株価と同

額）とした場合の公正価値程度を想定しており当該価額程度（株価比率１～２％）であれば拠出可能で

ある旨の打診をいただいたとのことである。

新株式と同様、貴社が継続的に営業キャッシュ・フローが赤字がある一方、収益の新株予約権の発行

としても公正価値程度の価格で引き受ける割当先が経営陣を含めて見当たらないとの現状のもと、2026

年１月期第一四半期においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上してお

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響を

及ぼす事象が生じている一方、今後の運転資金も不足している状態にあることや新たな収益基盤の確保

を必要としていることも踏まえれば資金を調達する高度の必要性も認められる。

また、行使価額についても本新株割当価額と同額であり、同価額が貴社の客観的な企業価値を示す

DCF法に基づき定めた価額であることを踏まえると、むやみに行使価額を現在の株価水準に設定するな

どすると、行使価額が実際の株価に追い付かずに実際には行使されない新株予約権になるおそれがあ

り、資金調達の確実性を高める必要があるものの、発行価額が余りに高額であれば、引受先が見つから

ないという状況にもあると認められる。

そうすると、本新株予約権の有利発行の必要性が認められる。
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(ウ) 有利発行の相当性について

貴社としても有利発行であるものの、貴社が継続的に営業キャッシュ・フローが赤字でありながら、

資金支援に応じていただいている状況を鑑み、行使価額のディスカウントを行わず貴社の株価（2025年

７月31日）の終値とした場合の算定をＴＦＡが算出したところ229円（株価比率0.95％）※1であったこ

とから、当該価額を用いて再度各割当予定先と交渉を行ったところ当該金額よりも高い金額でありさら

に割当先が拠出可能とする１～２％の範囲である264円の価額にて各割当予定先に応じていただいたと

のことである。

※１：算定係数は以下のとおりとなる。

貴社の株価240円（2025年７月31日の終値）、行使価額240円、貴社株式の市場流動性、配当率

（０％）、リスクフリーレート（1.104％）、ボラティリティ（42.56％）、クレジット・コスト（

22.86％）及び１日当たりの売却可能株式数（直近５年間にわたる発行会社普通株式の１日当たり平均

売買出来高（26,050株）の10％））等の諸条件等について一定の前提を置いて、権利行使期間（2025年

８月29日から2030年８月28日まで）その他の発行条件の下、一般的な株式オプション価値算定モデルで

あるモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値の算定を実施。

また、本新株予約権の行使価額は、貴社の業績動向、財務動向、株価動向（取締役会決議日の直前営

業日までの１か月間、３か月間及び６か月間の終値平均株価等）を勘案するとともに、当社株式の流動

性に鑑みると割当予定先がすべての本新株予約権を行使するには相当程度の長期間にわたることなどを

総合的に勘案し、割当予定先と協議した結果、当該発行に係る取締役会決議日の直前取引日（2025年７

月31日）の株式会社東京証券取引所グロース市場における貴社普通株式の普通取引の終値である240円

から60.42％ディスカウントした95円としたとのことである。

なお、本新株予約権の行使価額は、本第三者割当に関する取締役会決議日の直前営業日である2025年

7月31日の貴社普通株式の終値240円から60.42％のディスカウント、当該直近営業日までの１カ月間の

終値平均である267.23円から64.45％のディスカウント、当該直近営業日までの３カ月間の終値平均

203.16円から53.24％のディスカウント、当該直近営業日までの６か月間の終値平均である158.31円か

ら39.99％のディスカウントとなっている。

　行使価額である95円は行使価額についても本新株割当価額と同額であり、同価額が貴社の客観的な

企業価値を示すDCF法に基づき定めた価額である一方、他方2025年７月31日の貴社普通株式の終値240円

は貴社のキャッシュ・フローや業績にそぐわない実態がある。

　もっとも、本新株予約権の取得によって、行使価額が5年間にわたって固定されて株式が取得され

るというメリットがあり、通常想定される株価変動のリスク等を織り込んだ価額を算出するという意味

で、本新株予約権の発行要項を用い、行使価額についてのみディスカウントを行わない（貴社の株価と

同額）とした場合の公正価値とすることにも一定の合理性があると認められ、合理的であると認められ

る。

(エ) 新株予約権の発行が著しく不公平な方法により行なわれたかについての検討

a 会社法第247条第2号において、新株予約権の発行が著しく不公平な方法により行なわれ、株主の利益

を害する場合は、株主は募集株式の発行について差止ができることとされているため検討する。

b　新株予約権の発行が著しく不公平な方法により行なわれ、株主の利益を害する場合とは、原則とし

て会社の支配権をめぐる争いがある状況において、専ら現経営陣が自己または会社に友好的な第三者

に募集株式または新株予約権を発行することによって、支配権を維持・争奪する目的を達成しようと

する場合をさすと解される。

もっともそのような不当な目的が併存したとしても、資金調達目的が主たる目的と認められる場合は著

しく不公平な方法によるものに該当しないとされている（東京地方裁判所平成元年7月25日決定・判

例時報1317号28頁参照）。

この点は、新株予約権の発行においても当てはまるものと解される。

ｃ　本新株予約権の発行に当たって、貴社において会社の支配権をめぐる争いがある状況にあるとは認

められない。

　割当予定先である須田忠雄氏に関しては、貴社株式24,544,700株（発行済株式数の63.02％）を所有

している（2025年６月末時点）。本新株予約権割当て等を行なうことで支配株主である須田忠雄氏の

支配力が一定程度維持される側面はあるものの、７期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フロー

のマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上おり、また、2026年

１月期第一四半期においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113百万円）を計上してお
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り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響

を及ぼす事象が生じている一方、今後の運転資金も不足している状態にあることや新たな収益基盤の

確保を必要としていることも踏まえれば資金を調達する高度の必要性も認められる。

　そして、新株予約権発行において有利発行に該当するものの、会社の公正な価値を反映するとされる

DCF法に基づいて公正な価額に基づき算出された行使価額とする一方、発行価額は通常想定される株

価変動のリスク等を織り込んだ行使価額を直近株価とした仮定した価値に基づくものを算定してお

り、さらに後述するとおり須田忠雄氏を含む割当予定先を除く議決権を行使した少数株主の過半数の

賛成を得ることを条件として新株予約権割当を行なうこととしており、少数株主の意思が反映された

上で新株予約権が発行されることになっており、新株予約権の発行が著しく不公平な方法により行な

われたものでないといえる。

EDINET提出書類

株式会社ジェリービーンズグループ(E03004)

有価証券届出書（組込方式）

52/69



 

３　割当予定先の選定の合理性について

　貴社は割当予定先として、貴社の支配株主である須田忠雄氏、支配株主に該当しない割当予定先としてＡ

ＥＧＩＳ、SEACASTLE、ネットプライス社、りんたん、Punica＆Co.、AYAgirl、グリーンスクエア、GOLD

PACIFIC GLOBAL LIMITED及びファンドクラウドを選定している。

　貴社の支配株主である須田忠雄氏を選定した理由として、貴社の2024年2月15日付けで貴社の主要株主と

なった上で、2024年10月17日付取締役会決議に係る第三者割当による新株式及び第４回新株予約権の割当先と

なり、その後2025年1月22日に須田氏に第4回新株予約権を行使して貴社の支配株主となった経緯がある等、こ

れまでも貴社の経営状況や方針を理解していただき、貴社に対し直接金融を通じて多額の資金を拠出いただい

た大株主である。

　須田氏は既存の大株主であり、貴社がおかれている状況をご理解いただいている。貴社代表取締役とも良

好な関係性を築いており、市場への影響への配慮から市場動向を勘案しながら売却していく方針である旨を口

頭で確認している。こうしたことから既存株主の保護とともに資金繰りの不安から安定した資金支援体制で事

業再生に取り組むことができることから適していると判断したとのことである。

他方、貴社の置かれている経営状況において間接金融による資金調達や公募増資等による資金調達は困難な

一方、第三者割当先の選定に当たっても須田氏以外の引受先を依頼することに相当な困難が生じていることを

踏まえると、貴社が支配株主である須田氏に対して第三者割当による新株式及び新株予約権の割当を行なうこ

との必要性が認められる。

支配株主に該当しない割当予定先としてＡＥＧＩＳ、SEACASTLE、ネットプライス社、りんたん、Punica＆

Co.、AYAgirl、グリーンスクエア、GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITED及びファンドクラウドについては、いずれも

貴社の経営陣の紹介を通じて、貴社の経営方針・経営戦略、当社事業の将来性等について説明をし、理解を得

て引受先となったものであ　る。

いずれの割当予定先も主として純投資を目的として引受けいただいているが、株式の一部を売却する場合に

は、可能な限り市場動向に配慮しながら取得した貴社株式を売却する旨の意向を確認している。
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また、その資金面についても、各割当予定先において預金口座の写し等を通じて新株式及び新株予約権の発

行価額についての払込資力を確認し、新株予約権の行使価額についても、GOLD PACIFIC GLOBAL LIMITEDについ

ては全額を、他の新株予約権割当予定先についても、本新株予約権に関して複数回にわたって行使を行い、行

使によって取得した株式の一部を売却し、売却代金を次回の行使資金に充当する可能性もあることの意向を確

認している。

加えて、各割当予定先においても第三者機関の調査報告書の入手等を通じて、反社会的勢力に該当しないこ

とが確認されている。

当職としても、割当予定先はいずれも中長期的な視点で当社の企業価値向上に資する存在であり、払込資力

も確認され、反社会的勢力との関係性も認められない。また、選定にあたった経緯や割当予定先の紹介を受け

た経緯等についても特段の問題は見当たらない。

また、いずれの割当予定先も純投資を目的として本割当に応じるとのことであるが、取得した株式について

売却する場合は、市場動向を勘案しながら売却することとが、確認されているとのことで、当社株価への影響

について一定の配慮がされている。

以上のとおり検討した結果を踏まえれば、割当予定先の選定の過程及びその結果について特段の問題がある

といえず、合理的なものと認められる。

４　大規模な第三者割当における企業行動規範の遵守について

(1) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性についての検討

貴社としては、本新株式、及び本新株予約権の発行及びその行使により資金を調達することは、当社の財

務体質改善のための資本増強を行いつつ、貴社の運転資金及び事業資金を確保することで、将来の業績の向

上と経営基盤の安定化を図り、企業価値、株主価値の向上に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも

資するものと判断しており、今回の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると考えているとのこと

である。

　本新株式の発行による新規発行株式数31,157,400株（議決権数311,574個）及び本新株予約権が全て行使

された場合に交付される株式数74,104,900株（議決権数741,049個）を合算した総数は105,262,300株（議決

権数1,052,623個）となり、2025年４月30日時点の当社発行済株式総数38,950,000株及び議決権数388,877個

を分母とする希薄化率は270.25％（議決権ベースの希薄化率は270.68％）に相当し、希薄化率300％以内に留

められている。

　合理的な資金需要 のもと、必要と認められた範囲内の数量の株式及び新株予約権の発行及び希薄化に

留まっているものと認める。

(2) 大規模な第三者割当における企業行動規範の遵守について

本第三者割当増資に係る希薄化率が25％以上となることから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程

第432条の規定に基づき、①経営者から一定程度独立した者による当該割当の必要性及び相当性に関する意見

の入手又は②当該割当に係る株主総会決議などによる株主の意思確認手続のいずれかが必要となる。

貴社は経営者から一定程度独立した者による当該割当の必要性及び相当性に関する意見の入手をするとと

もに、当該割当に係る株主総会決議などによる株主の意思確認手続として本定時株主総会において、特別決

議をもって本第三者割当について、株主の皆様の意思確認手続を行う予定である。さらに、割当予定者を除

く議決権を行使した株主の議決権の過半数の賛成を得ることを条件に発行することとしており、少数株主の

意思についても反映させることとしている。

したがって、大規模な第三者割当における企業行動規範の遵守しているものと認められる。

 

当該算定結果及び当該第三者意見書を受けて、改めて当社および各割当予定先が協議を行い、本新株式の

発行価額は当該算定結果の範囲内である95円にて双方合意に至りました。

また、本新株式の発行価額（95円）は、本件第三者割当増資に関する取締役会決議日の直前取引日の終値

である240円から60.42％のディスカウント、当該直近営業日までの１カ月間の終値平均である267.23円から

64.45％のディスカウント、当該直近営業日までの３カ月間の終値平均203.16円から53.24％のディスカウン

ト、当該直近営業日までの６か月間の終値平均である158.31円から39.99％のディスカウントとなっておりま

す。
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本新株式の発行価額は、日本証券業協会の定める「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成22年４

月１日付）に照らせば、会社法第199条第3項に定める特に有利な金額による発行に該当する恐れがあること

から、既存株主の皆様のご意思を確認するためにも、当社は2025年８月28日に開催予定の臨時株主総会にお

いて、株主の皆様からの特別決議による承認をいただけることを条件に、１株当たりの払込金額を95円とし

て、第三者割当による本新株式の発行を行うことといたしました。

当社としてもこうした有利発行の必要性については検討いたしました。当社グループは７期連続した営業

損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスの計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失

を計上しており、また、2026年１月期第一四半期においても、営業損失（△111百万円）、経常損失（△113

百万円）を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況、その他会社の経

営に重要な影響を及ぼす事象が生じている状況において早期に運転資金及び事業資金を確保する必要性が生

じていることから、当該発行条件にて本第三者割当を実施することと致しました。

なお、本日開催の当社取締役会に出席した当社監査役３名(うち社外監査役２名)全員から、本新株式の発

行価額についてＴＦＡは、当社と継続的な取引関係は無いことから当社経営陣から一定程度独立していると

認められること、割当予定先からも独立した立場で評価を行っており、本新株式の価額算定方法についても

一定の妥当性が認められること、従って本新株式の発行については、割当予定先にとって有利発行に該当す

るものの、当社取締役会として、株主の皆様からの特別決議による承認をいただけることを条件に、１株当

たりの払込金額を95円とすることは、相当である旨の意見が述べられております。

 

②　本新株予約権

新株予約権の発行価額の公正価値の算定には、他社上場企業の第三者割当増資における公正価値の算定実績を

もとに選定した第三者機関であるＴＦＡに依頼し、2025年５月31日に本新株予約権の評価報告書を取得いたしま

した。

当該機関は、割当予定先の権利行使行動及び株式売却動向並びに当社の本新株予約権取得動向について合理的

に想定される仮定を置くとともに、当社の株価133円（2025年５月30日）、行使価額95円、当社株式の市場流動

性、配当率（０％）、リスクフリーレート（1.050％）、ボラティリティ（34.47％）、クレジット・コスト

（22.86％）及び１日当たりの売却可能株式数（直近５年間にわたる発行会社普通株式の１日当たり平均売買出来

高（26,050株）の10％）等の諸条件等について一定の前提を置いて、権利行使期間（５年間）その他の発行条件

の下、一般的な株式オプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値の算定

を実施した結果、本新株予約権１個の発行金額を1,611円（１株あたり16.11円）と算定いたしました。

当社は、算定に用いられた手法、前提条件及び合理的に想定された仮定等について、特段の不合理な点はな

く、公正価値の算定結果である1,611円（１株あたり16.11円）は妥当であると判断しております。当該金額にて

各割当予定先へ打診を行ったところ、各割当予定先から、発行価額と同額の払込は困難であり、ディスカウント

の打診がありました。

各割当予定先からのディスカウントの打診として、各割当予定先が拠出可能と見込む金額としては、本新株予

約権の発行要項を用い、行使価額についてのみディスカウントを行わない（当社の株価と同額）とした場合の公

正価値程度を想定しており当該価額程度（株価比率１～２％）であれば拠出可能である旨の打診をいただきまし

た。

当社としても有利発行であるものの、当社が継続的に営業キャッシュ・フローが赤字でありながら、資金支援

に応じていただいている状況を鑑み、行使価額のディスカウントを行わず当社の株価（2025年７月31日）の終値

とした場合の算定をＴＦＡが2025年７月31日付で算出したところ229円（株価比率0.95％）※1であったことか

ら、当該価額を用いて再度各割当予定先と交渉を行ったところ当該金額よりも高い金額でありさらに割当先が拠

出可能とする１～２％の範囲である264円の価額にて各割当予定先に応じていただきました。
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※１：算定係数は以下となります。

当社の株価240円(2025年７月31日の終値)、行使価額240円、当社株式の市場流動性、配当率(０％)、リスクフ

リーレート(1.104％)、ボラティリティ(42.56％)、クレジット・コスト(22.86％)及び１日当たりの売却可能株式

数(直近５年間にわたる発行会社普通株式の１日当たり平均売買出来高の10％))等の諸条件等について一定の前提

を置いて、権利行使期間(2025年８月29日から2030年８月28日まで)その他の発行条件の下、一般的な株式オプ

ション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値の算定を実施しました。

また、本新株予約権の行使価額は、当社の業績動向、財務動向、株価動向(取締役会決議日の直前営業日までの

１か月間、３か月間及び６か月間の終値平均株価等)を勘案するとともに、当社株式の流動性に鑑みると割当予定

先がすべての本新株予約権を行使するには相当程度の長期間にわたることなどを総合的に勘案し、割当予定先と

協議した結果、当該発行に係る取締役会決議日の直前取引日(2025年７月31日)の株式会社東京証券取引所グロー

ス市場における当社普通株式の普通取引の終値である240円から60.42％ディスカウントした95円といたしまし

た。

本新株予約権の行使価額を60.42％ディスカウントした95円とした理由としては、当社並びに各割当予定先よ

り、ディスカウントの要望がありました。各割当予定先は相当額の本新株式の引受を行っていただくことから、

当社取締役会で検討したところ、「①本新株式」の発行価額と同様の95円を行使価額とすることで了承をいただ

きました。

なお、本新株予約権の行使価額（95円）は、本第三者割当に関する取締役会決議日の直前営業日である2025年

７月31日の当社普通株式の終値240円から60.42％のディスカウント、当該直近営業日までの１カ月間の終値平均

である267.23円から64.45％のディスカウント、当該直近営業日までの３カ月間の終値平均203.16円から53.24％

のディスカウント、当該直近営業日までの６か月間の終値平均である158.31円から39.99％のディスカウントと

なっております。

当社といたしましては、割当先に特に有利な条件で発行するものに該当する可能性があるものと判断し、2025

年８月28日開催予定の当社臨時株主総会にて、株主の皆様の判断を仰ぐことといたしました。本新株予約権の発

行価額264円は、2025年５月31日付でTFAが実施した行使価額を95円とした第三者評価機関の評価額1,611円に比

べ、83.61％のディスカウントとなります。このため、本新株予約権の発行価額は第三者評価機関による評価額と

大きくかい離しておりますが、前述いたしましたとおり、現時点で、本件増資による企業価値の向上及び再生が

期待できること等を鑑みれば、本件増資は、最良な選択であるものと判断いたしました。

なお、本日開催の当社取締役会に出席した当社監査役３名（うち、２名は社外監査役）全員から第三者算定機

関であるＴＦＡは、当社と継続的な取引関係は無いことから当社経営陣から一定程度独立していると認められる

こと、割当予定先からも独立した立場で評価を行っていること、また、本新株予約権の価額算定方法としては市

場慣行に従った一般的な方法で行われている同社の新株予約権算定報告書において報告された公正価値評価額よ

り低い264円を払込金額として決定しており、有利発行に該当する可能性があるが、当社の株主総会において特別

決議による承認を得ることを条件としていることから異論がない旨の意見が述べられております。

 

また、本第三者割当は割当予定先に支配株主である須田忠雄氏を含むことから支配株主との取引に該当するた

め、有利発行による新株式及び新株予約権の株主総会決議において須田氏を含む割当予定先以外の株主のうち議

決権が行使された議決権の過半数の賛成を条件として、新株式及び新株予約権の発行をすることとし、支配株主

を含んで有利発行を行なう必要性、相当性についての貴社の説明について、少数株主の多数の信任を得た場合に

限り発行するものとしております。
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(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

本新株式の発行による新規発行株式数31,157,400株（議決権数311,574個）及び本新株予約権が全て行使された場

合に交付される株式数74,104,900株（議決権数741,049個）を合算した総数は105,262,300株（議決権数1,052,623

個）となり、2025年４月30日時点の当社発行済株式総数38,950,000株及び議決権数388,877個を分母とする希薄化率

は270.25％（議決権ベースの希薄化率は270.68％）に相当します。

そのため、本新株式及び本新株予約権の発行により、当社普通株式に相当程度の希薄化が生じることになり、割

当議決権数が総株主の議決権数の25％以上となることから、本新株予約権の発行は大規模な第三者割当に該当いた

します。

しかし、当社といたしましては、本新株式、及び本新株予約権の発行及びその行使により資金を調達すること

は、当社の財務体質改善のための資本増強を行いつつ、当社の運転資金及び事業資金を確保することで、将来の業

績の向上と経営基盤の安定化を図り、企業価値、株主価値の向上に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも

資するものと判断しており、今回の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると考えております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

本新株式の発行による新規発行株式数31,157,400株（議決権数311,574個）及び本新株予約権が全て行使された場合

に交付される株式数74,104,900株（議決権数741,049個）を合算した総数は105,262,300株（議決権数1,052,623個）と

なり、2025年５月31日時点の当社発行済株式総数38,950,000株及び議決権数388,877個を分母とする希薄化率は

270.25％（議決権ベースの希薄化率は270.68％）に相当します。

　したがって、割当議決権数が総株主の議決権数の25％以上となることから、本新株式及び本新株予約権の発行は

「企業内容等の開示に関する内閣府令　第２号様式　記載上の注意(23－６)」に規定する大規模な第三者割当に該当

いたします。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
(％)

割当後の
所有株式数

(株)

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合(％)

須田　忠雄 群馬県桐生市 24,544,700 63.12 61,386,700 42.59

株式会社ネットプライス
東京都港区新橋二丁目16
番１号ニュー新橋ビル７
階

- - 22,105,200 15.33

合同会社ＡＥＧＩＳ
東京都千代田区一番町22
の３　アデックス一番町
ビル402号

- - 16,842,000 11.68

Seacastle Singapore Pte.
Ltd.

60 Paya Lebar Road,
#08-06Paya Lebar
SquareSingapore 409051

- - 13,684,100 9.49

GOLD PACIFIC
GLOBAL LIMITED

Hong Kong, Quarry Bay
4-6 Hoi Wan Street Ka
Wing Building,18/F.,
Flat E

- - 7,368,300 5.11

株式会社ファンドクラウド
東京都新宿区西新宿五丁
目１番１号

- - 5,263,000 3.65

尹　炯植 大阪府大阪市 1,120,000 2.88 1,120,000 0.78

株式会社りんたん
東京都港区赤坂六丁目19
番33号

- - 1,052,600 0.73

株式会社グリーンスクエア
群馬県桐生市末広町４番
26号

- - 1,052,500 0.73

株式会社Punica＆Co.
東京都北区西ヶ原二丁目
８番１―２０１号

- - 526,300 0.37

AYAgirl株式会社
東京都北区西ヶ原二丁目
８番１―２０１号

- - 526,300 0.37

計 - 25,664,700 66.0 130,927,000 90.83
 

(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年５月31日現在の株主名

簿上の株式数により作成しております。

２．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、割当後の所有株式数に係る議決権の数を、2025年

５月31日時点の総議決権数(388,877個)に、新株式の発行による増加分及び本新株予約権の目的となる株式

発行により増加する議決権数(1,052,623個)を加えた数で除して算出しております。

３．割当前の「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割

合」は、小数点第３位を四捨五入しております。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

(1) 大規模な第三者割当を行うこととした理由

「第１ 募集要項 ５ 新規発行による手取金の使途 (１)新規発行による手取金の額」に記載のとおりでありま

す。

 

(2) 大規模な第三者割当による既存の株主への影響についての取締役会の判断の内容

本新株式の発行による新規発行株式数31,157,400株（議決権数311,574個）及び本新株予約権が全て行使された場

合に交付される株式数74,104,900株（議決権数741,049個）を合算した総数は105,262,300株（議決権数1,052,623

個）となり、2025年４月30日時点の当社発行済株式総数38,950,000株及び議決権数388,877個を分母とする希薄化率

は270.25％（議決権ベースの希薄化率は270.68％）に相当することから、このように、本第三者割当の実施により

相当程度の希薄化が生じることになります。

　しかしながら、当社といたしましては、上記「第１ 募集要項 ５ 新規発行による手取金の使途 (１)新規発行

による手取金の額」に記載のとおり、本第三者割当により、当社の企業価値の向上及び事業の発展が期待できるこ

と等から、本第三者割当による発行数量及び希薄化の規模は合理的であるものと判断しております。

 

(3) 大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

当社は、上記のとおり、本資金調達は、希薄化率が25％以上になることから、東京証券取引所の定める有価証券

上場規程第432条の定めに基づき、①経営者から一定程度独立した者による当該割当の必要性及び相当性に関する意

見の入手又は②当該割当に係る株主総会決議などによる株主の意思確認手続のいずれかが必要となります。そこ

で、当社は、本臨時株主総会において、特別決議をもって本第三者割当について、株主の皆様の意思確認手続を行

う予定です。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

１．事業等のリスクについて

「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第35期、提出日2025年４月24日）の提出日以降、本有価証券届

出書提出日（2025年８月１日）までの間において、当該有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」につい

て、変更及び追加すべき事項はありません。

　また、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（2025年８月１

日）現在においても変更の必要はないものと判断しております。

 

２．資本金の増減

「第四部　組込情報」に記載の第35期有価証券報告書に記載された「第一部　企業情報　第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(4)発行済株式総数、資本金等の推移」に記載の資本金は、当該有価証券報告書の提出日

（2025年４月24日）以降、本有価証券届出書提出日（2025年８月１日）までの間において、以下のとおり、変化し

ております。

 

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増減
額(千円)

資本準備金残高
(千円)

2025年４月25日～
2025年８月１日

5,300,000 38,950,000 150,250 2,412,935 150,250 2,335,435
 

(注)　第４回新株予約権行使による増加であります。

 

３．臨時報告書の提出

「第四部　組込情報」に記載の第33期有価証券報告書の提出日（2025年４月24日）以降、本有価証券届出書提出

日（2025年８月１日）までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

(2025年４月24日提出の臨時報告書)

１．提出理由

2025年４月24日開催の当社第35回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提

出するものであります。

 

２．報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2025年４月24日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　新設分割計画承認の件

新たに設立する株式会社ジェリービーンズに婦人靴及び関連雑貨の卸売・小売業に関する権

利義務を承継させる新設分割を行うものであります。

新設する株式会社ジェリービーンズの成立の日は2025年５月８日を予定しております。

 

第２号議案　定款一部変更の件

(1) 現行定款第２条(目的)について事業目的を追加し以降の号数の繰り下げを行い、併せて字句表

現の変更を行うものであります。

(2) 現行定款第６条(発行可能株式総数)について、発行可能株式総数を現行の51,320,000株から

2025年３月11日時点の発行済株式の総数33,450,000株の４倍に相当する133,800,000株に変更す

るものであります。
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第３号議案　取締役５名選任の件

取締役に宮﨑明、立川光昭、馬場崇暢、林光、山本和弘の５名を選任するものであります。な

お、山本和弘は社外取締役であります。

 

第４号議案　会計監査人選任の件

当社の会計監査人である海南監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されま

すので、新たに会計監査人として監査法人ハイビスカスの選任をお願いするものであります。

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
新設分割計画承認の件

160,631 1,618 0 (注)１ 可決 98.97

第２号議案
定款一部変更の件

160,723 1,526 0 (注)１ 可決 99.03

第３号議案
取締役５名選任の件

   
(注)２

  

宮﨑　明 160,595 1,654 0 可決 98.95

立川　光昭 160,584 1,665 0  可決 98.94

馬場　崇暢 160,607 1,642 0  可決 98.95

林　　光 160,584 1,665 0  可決 98.94

山本　和弘 160,504 1,745 0  可決 98.89

第４号議案
会計監査人選任の件

160,846 1,403 0 (注)３ 可決 99.10
 

(注) １．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

３．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成による。

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したこと

により、決議事項の可決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認が

できていない議決権数は加算しておりません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 

有価証券報告書
事業年度
(第35期)

自　2024年２月１日
至　2025年１月31日

2025年４月24日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェリービーンズグループ(E03004)

有価証券届出書（組込方式）

62/69



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年４月24日

株式会社ジェリービーンズグループ

取締役会　御中

 
海南監査法人

 

東京事務所

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 溝 口　俊 一
 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　葉　　陽
 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジェリービーンズグループ（旧会社名　株式会社アマガサ）の2024年２月１日から2025年１月31日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連

結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジェリービーンズグループ（旧会社名　株式会社アマガサ）及び連結子会社の2025年１月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度を含めると７期連続した営業損失及

び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上、並びに９期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、当連結

会計年度においては、売上高は831,619千円で前連結会計年度に比較して9.6％減少し、営業損失519,975千円及び親会

社株主に帰属する当期純損失519,966千円を計上している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
強調事項

1. 重要な後発事象に関する注記（新株予約権の行使による増資）に記載されているとおり、当連結会計年度の末日

後、2025年４月24日までの間に第３回、第４回新株予約権の一部行使が行われた。

2. 重要な後発事象に関する注記（株式会社JBロジスティクスの新規設立）に記載されているとおり、会社は、2025

年1月31日開催の取締役会において、子会社を設立することを決議し、2025年２月14日付で株式会社JBロジスティクス

を設立した。

3. 重要な後発事象に関する注記（株式会社Gold Starの子会社化）に記載されているとおり、会社は、2025年２月

６日開催の取締役会において、株式会社Gold Starの株式100％を取得し子会社化することに関して、株主との間で株式

譲渡契約を締結することを決議した。これに基づき、同日付で株式譲渡契約を締結し、株式を取得して連結子会社化し

た。

4. 重要な後発事象に関する注記（株式会社Gold Starへの貸付及び仕入代金の立替）に記載されているとおり、会

社は、2025年３月４日開催の取締役会及び、2025年３月14日開催の取締役会において、2025年２月６日付で連結子会社

化した株式会社Gold Starとの間で金銭消費貸借契約を締結することを決議し、合計で198,000千円の貸付を実行した。

また、2025年4月15日開催の取締役会において、株式会社Gold Starの商品仕入代金64,538千円を立て替えることを決議

し、支払いを実行した。
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5. 重要な後発事象に関する注記（会社分割（新設分割）による子会社の設立を伴う持株会社体制への移行）に記載

されているとおり、会社は、会社分割による子会社の設立を伴う持株会社体制への移行及び定款の一部変更等につい

て、2025年４月24日開催の定時株主総会で決議した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

当監査法人は、「継続企業の前提に関する重要な不確実性」に記載されている事項のほか、以下に記載した事項を監

査報告書において監査上の主要な検討事項として報告すべき事項と判断している。

 
小売事業及びEC事業の収益認識

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

株式会社ジェリービーンズグループは、30代から40代
の女性向けノンレザー素材の婦人靴及び関連商品をデザ
イン・企画し、国内に販売することを主たる事業として
おり、その販売方法により小売事業（全国に展開してい
る直営店・百貨店での店舗販売）とEC事業（自社WEBサ
イト「JELLY BEANS Online Shop」及び他社通販サイト
におけるEC販売）を報告セグメントとして開示してい
る。
連結財務諸表の（セグメント情報等）の注記に記載さ

れているとおり、当連結会計年度における小売事業及び
EC事業に係る売上高がそれぞれ303,996千円（構成比
36.6％）、498,267千円（構成比59.9％）となり、両者
の合計は売上高の96.5%を占めている。
小売事業は、自社の直営店による販売時点で収益認識

を行い、売上仕入契約を締結している百貨店や他社通販
先での販売については、契約先での自社商品の売上高に
基づいて収益認識を行っている。自社WEBサイト販売の
場合には、商品の入出庫・保管管理の委託先である外部
倉庫からの出荷時点で収益認識を行っている。
小売事業及びEC事業における取扱商品の種類や数量が

膨大であり、直営店のPOSレジシステムや自社WEBサイト
販売における受注システム、販売管理システム及び会計
システムと複数のシステムに依拠しており、手作業又は
IT業務処理統制によるデータ連携が行われている。
以上より、当監査法人は、システム間のデータ連携や

売上仕入契約先との情報の授受の過程で何らかの問題が
発生した場合には、その影響が広範囲に及ぶ可能性が高
いと考えられることから、小売事業及びEC事業の収益認
識が監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。
 

当監査法人は、小売事業及びEC事業に係る収益認識の
適切性を検討するにあたり、主として以下の監査手続を
実施した。
・直営店のPOSレジシステム、株式会社ジェリービー

ンズグループ本社の自社WEBサイト販売における受
注システム、販売管理システム及び会計システムに
かかるユーザーアクセス管理、開発変更管理、セ
キュリティ管理、運用管理、障害管理等のIT全般統
制の整備状況及び運用状況の評価を実施した。

・小売事業及びEC事業におけるそれぞれの販売方法ご
との収益認識に係る業務処理プロセスについてその
関連する内部統制（委託業務に係る内部統制、デー
タ連携に係るIT業務処理統制を含む）も含めて理解
し、内部統制の整備及び運用状況を評価した。

・直営店のPOSレジシステムと販売管理システムの売
上データの整合性を検証した。

・自社WEBサイト販売の受注システムから出力される
当社の出荷指示、運送業者の集荷一覧表及び販売管
理システムの売上データの整合性を検証した。

・売上仕入契約先（百貨店及び通販先）からの売上実
績と販売管理システム売上データとの整合性を検証
した。

・販売管理システムの売上データと会計システムの売
上計上額について金額及び計上月の整合性を検証し
た。

・売掛金について確認手続を実施した。
 

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
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する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ジェリービーンズ

グループ（旧会社名　株式会社アマガサ）の2025年１月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ジェリービーンズグループ（旧会社名　株式会社アマガサ）が2025年１月31日現在の財務報

告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務

報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報
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告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結

果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じて

いる場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報

告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報

酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査

の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年４月24日

株式会社ジェリービーンズグループ

取締役会　御中

 
海南監査法人

 

東京事務所

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 溝 口　俊 一
 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　葉　　陽
 

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジェリービーンズグループ（旧会社名　株式会社アマガサ）の2024年２月１日から2025年１月31日まで

の第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジェリービーンズグループ（旧会社名　株式会社アマガサ）の2025年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度を含めると７期連続した営業損失及び営

業キャッシュ・フローのマイナスを計上、並びに９期連続した当期純損失を計上し、当事業年度においては、売上高は

831,619千円で前事業年度に比較して9.6％減少し、営業損失519,502千円及び当期純損失516,125千円を計上している状

況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認めら

れる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
強調事項

1. 重要な後発事象に関する注記（新株予約権の行使による増資）に記載されているとおり、当事業年度の末日後、

2025年４月24日までの間に第３回、第４回新株予約権の一部行使が行われた。

2. 重要な後発事象に関する注記（株式会社JBロジスティクスの新規設立）に記載されているとおり、会社は、2025

年1月31日開催の取締役会において、子会社を設立することを決議し、2025年２月14日付で株式会社JBロジスティクス

を設立した。

3. 重要な後発事象に関する注記（株式会社Gold Starの子会社化）に記載されているとおり、会社は、2025年２月

６日開催の取締役会において、株式会社Gold Starの株式100％を取得し子会社化することに関して、株主との間で株式

譲渡契約を締結することを決議した。これに基づき、同日付で株式譲渡契約を締結し、株式を取得して連結子会社化し

た。

4. 重要な後発事象に関する注記（株式会社Gold Starへの貸付及び仕入代金の立替）に記載されているとおり、会

社は、2025年３月４日開催の取締役会及び、2025年３月14日開催の取締役会において、2025年２月６日付で連結子会社

化した株式会社Gold Starとの間で金銭消費貸借契約を締結することを決議し、合計で198,000千円の貸付を実行した。

また、2025年４月15日開催の取締役会において、株式会社Gold Starの商品仕入代金64,538千円を立て替えることを決

議し、支払いを実行した。

5. 重要な後発事象に関する注記（会社分割（新設分割）による子会社の設立を伴う持株会社体制への移行）に記載
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されているとおり、会社は、会社分割による子会社の設立を伴う持株会社体制への移行及び定款の一部変更等につい

て、2025年４月24日開催の定時株主総会で決議した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

当監査法人は、「継続企業の前提に関する重要な不確実性」に記載されている事項のほか、以下に記載した事項を監

査報告書において監査上の主要な検討事項として報告すべき事項と判断している。

 
 
小売事業及びEC事業の収益認識

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（小売事業及びEC事業の収益認識）と同一内
容であるため、記載を省略している。
 

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
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るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ジェリービーンズグループ(E03004)

有価証券届出書（組込方式）

69/69


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	(1)募集の方法
	(2)募集の条件
	(3)申込取扱場所
	(4)払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行新株予約権証券(第７回新株予約権証券)
	(1)募集の条件
	(2)新株予約権の内容等
	(3)新株予約権証券の引受け

	５新規発行による手取金の使途
	(1)新規発行による手取金の額
	(2)手取金の使途


	第２売出要項
	第３第三者割当の場合の特記事項
	１割当予定先の状況
	２株券等の譲渡制限
	３発行条件に関する事項
	４大規模な第三者割当に関する事項
	５第三者割当後の大株主の状況
	６大規模な第三者割当の必要性
	７株式併合等の予定の有無及び内容
	８その他参考になる事項

	第４その他の記載事項

	第二部公開買付け又は株式交付に関する情報
	第１公開買付け又は株式交付の概要
	第２統合財務情報
	第３発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会社との重要な契約)

	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	第１保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類

	監査報告書

